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開 会 式 挨 拶 

マレーシア人口・資源・開発議員連盟会長 

ダト・アヴドウラ・ハジ・アーマッ ド‘バダウィ 

皆様、 

この場をお借りいたしまして、海外からクアラルンプールの第4回人口と開発に関する

アジア議員代表者会議にお越しの皆様をはじめ、御列席の皆様に歓迎の意を表させていた

だきます。主催者といたしましては、私共全員の大関心事である人ロ・開発という由々し

き問題を存分に討議できるように計画をまとめあげました。 

当開会式には、タン・スリ・モハメッド・ザヒール下院議長をお迎えしていますが、議

長は、その昔若かりし頃から判事や国会議員として素晴らしい経歴を誇り、爾来、国家開

発において、国会及び国会議員の中で重要な役割を果たしておられ、この席で御挨拶し、 

開発を宣言されるには相応しいお方です。タン・スリ議長、今回は御出席を賜わり有り難

うございます。 

アジアでは、いまだに人口・開発問題は重大な問題です。程度の差こモあれ、各国で人

口増加に対処し、天然資源・環境の利用・保議を模索し、成功を収めていることは確かで

すが、国家開発にはまだまだ試練が多く、目標はまだ達成されていません。さらに、昨今

に至っては、関連事業が世界経済の激動のあおりも受けています。 

国によっては、 80年代の世界経済不況による不景気の影響からうまく立ち直った例も

ありますが、アジア諸国間、アジア諸国と先進諸国の相互依存、先進工業諸国の経済見通

しの不透明さという新たな要素が生じ、大変な経済管理手腕が必要になっていると同時に

人的資源の最大利用及ぴ民間セクターの関与も欠かせません。そこで、これらの活力を存

分に活かして、将来、国の試練に対処していくために、政治的安定と民主参加に重点が置

かれるようになっています。このような現状にあって、マレーシアは、国会議員の役割は

非常に重要であると考えています。 

さて、皆様、 

これからの10年は、これまでの大西洋の時代から太平洋の時代への移り変わりの時で 



あると言われており、日本をはじめとする東アジアの急成長、 7 O-"80年代のASEA 

N諸国の実績、中国の世界パワーとしての台頭等がこの可能性を立証しています．しかし、 

この予想は、アジアの私達が、急激な変化の裏にあるものを理解しないことには実現しま

せん．アジアが自国の事情についての知識、理解を深め、さらに協力していく必要があり

ます。私達は国会議員としてこのような現状を充分に理解し、この歴史的瞬間を掴み取る

べく前進すると信じております。 

今回の会議は、人口及ぴこれから10年以降の開発を中心に、国家開発に関する意見や

考え方の交換の場にしていただきたいと思っております。これから2 日間のク7ラルンプ 

ール会議はひとつのチャンスであり、他の月並みな集会のように聞き流して通ればよいと

いうものではありません。むしろ、この機を利用して、開発、人口及び資源という長期の

問題を世界経済の変化や我々の役割という観点から考えていただきたいのです． 

この場をお借りいたしまして、アジア人口・開発協会 (APDA) . UNFPA、 エイ

シアン・フォーラム、マレーシア国会事務局、その他クアラルンプールの滞在が快適で、 

会議が成功するように御尽力下さいました方々に御礼を申し上げさせていただきます。 

御静聴有り難うございました。 



主 催 者 挨 拶 

財団法人アジア人口・開発協会理事長 

田 中 龍 夫 

ご列席の皆様、 

「第4 回人口と開発に関するアジア国会議員代表者会議」を開催するにあたり、大へん

なご尽力を賜りました、マレーシア国のザヒール国会議長はじめ、政府、国会の関係者の

方々、またとくに共催団体として格別のご配慮、ご指導を賜わりました、アブドウラ会長

他『資源・人口・開発議員連盟』 各位の皆様に、主催団体であるアジア人ロ・開発協会を

代表して、心からの感謝と御礼を申し上げます．また、アジアの国々から公務ご多用の中

をご参集頂きました、国会議員、専門家並びに関係者の皆様にも、あらためて感謝申し上

げます。 

アジアにおける人口と開発に関する国会議員活動の一助になればと、この会議を198 

5 年に企画して以来、毎年一度づつ開催してまいりましたが、早いもので今回で第4回目

となりました． 

これもひとえに、 1982年当財団の設立以来、多大なるご指導とご支援を頂いてきた 

UNFPAならびに I PPFはじめ皆々様の御協力の賜物と、心より御礼申し上げます。 

昨年九月に「人ロと開発に関するアジア議員フォーラム第 2 回大会」 が北京で開催され

ましたが、その折にも、国会議員による各国状況に関する情報交換等、アジア諸国間での

具体的な意見交換・討議の必要性が訴えられました． 

当財団が開催して参りました、この「会議」 は正にその為のものであります。 

来年1989年4月には、アジアは世界人口の約60％近い 30 億の人ロを抱えること

が予測されており、この時に当たり、 『人口と開発』 問題解決のために今後いかなる対応、 

政策を施していくべきなのか、我々は具体的に且つ実践的に考えていかなければなりませ 

ん。 

ご高承のとおり、人口問題は決してアジ7のみに存在するものではありません．しかし、 

アジ7の人口問題解決が世界の人口問題解決に直接つながると言っても過言ではありませ 
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ん。こうした状況の下で、皆様の努力のお蔭で、アジア地域における人口問題に対する対

応・対策が他の地城に比較して進んでいる、ということは誠にご同慶にたえないところで

あります。 

我々は、 1981年に北京でアジ7の国会議員による人口と開発に関する会議を他地域

に先駆けて開催いたしました．モの折には、西暦2000年までに、 『アジアの人口増加

率を 1％に抑える』ということを宜言文の中に含めました。その後1984年、ニューデ

リーでの「人口と開発に関するアジア議員フォーラム第1回大会」でもそのことを再確認

し、昨年九月の北京で開催した「第2 回大会」でも、重ねて再確認したわけです． 

人ロ30億人を契機に、この『今世紀末には1％の人口増加率を』ということを実現す

る為に一層の努力を傾ける必要があります。 

自分の国のために我々政治家が努力するのは当然のことであります。ただ、こと 『人口』 

に係る諸問題に関しては、一国単位、地域単位のみに完結できるものではありません。 

我々政治家は、地球というこの星に生活する全ての人々と、そして今日この瞬間にも生

まれている新しい生命、子孫達に明るい未来を約東してあげる「道」を探し出す大きな責

任があります。 

各国各々が、異なる生活条件と異なる経験をもっております。世界的に情報ネットワー 

クが発達している現在でありますが、各国の経験の情報交換、ことに人口等のベーシック

な問題に関しての情報交換はまだまだ遅れていると言わざるを得ません。相互協力の精神

の下に、実践的な、そして各々にとって有意義な情報を互いに見出しあうことは何よりも

重要なことと考えます。 

たとえば私の国日本では、戦後幸運にも経済成長と人口転換を達成することができまレ

た。人口転換については、各国においてもその達成のために大へんな努力をされているこ

とと思います。私ども日本の経験、情報が皆様のご参考になるのであれば、喜んで最大限

のご協力をしたいと思います。 

限られた時間の中ではありますが、我々アジア人の、そして全世界の人々の生活水準を

より向上させる為に、そこに生活する人々の心に平和と明るい未来感をもたらす為に、地

球人類的視野に立っての、自由かつ充分な討議を行っていただければ、主催者としてこの

上ない喜びとするところであります。 

6 



皆様、どうか宜しくお願い申し上げます。 

ありがとうこ’ざいました。 
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開 会 式 挨 拶 

AFPPD副議長

胡 克 賞 

モハメ ド・ザヒール・イスマイル、アヴドウラ・バダウィ、田中龍夫先生様はじめ議員

の皆様。美しいクアラルンプールの地で、AFPPD（エイシアン・フォーラム）を代表

して第4回人口と開発に関するアジア国会議員代表者会議の祝辞を述べさせていただき光

栄に存じます。ェイシアン・フォーラムは、今回の会議をはじめアジア人口・開発協会（ 

APDA）を高く評価しています．同協会は設立以来5年、アジアの人ロ・開発計画を助

け、目覚ましい成果をあげていますが、協会はこれからも効果的な活動を行ない、自ら手

掛けた道に週進されるものと心から確信しております。また、APDAとエイシアン・フ

ォーラムが、人類共通の目的に向かって人ロ・開発の分野で協力して活動を行なっている

ことも喜ばしいことです。 

アジ7は平和と開発という大きい課題に直面レています．中国は、アジアが平和と安定

の下で繁栄を成し遂げることを期待しています。世界には、経済危機に立たされていると

ころもありますが、それと反対に、アジア諸国の経済の発展の速さ、中でも、一部開発途

上国や開発途上地域の経済発展の速さはよろこばしい限りで、このこと自体、アジアに開

発の原動力が秘められていることを物語っています。アジアの人口は全世界の60％にの

ぼり、過剰な人口増加が、社会経済の発展及び生活水準の改善策に悪影響を与え、開発途

上諸国を苦しめています．国によっては、自国の事情に合わせた人口抑制政策をとり、目

覚ましい成果をあげている例も多数ありますが、人口の過剰増加の流れが止まったわけで

はなく、多くの国ではベビープームの再来という事態を迎えています．また、経済発展に

ともなう都市化の問題も持ち上がっています。このようなわけで、各国の人口と開発の間

題に適切な解決策を見出すためには、多大な時間と労力が必要です． 

UNFPAには、 アジア議員の人口と開発分野の活動に技術、財政両面で援助をいただ

き、私も、皆様と同じように感謝の意を表したいと思います。人ロと開発に関するアジア

議員会議北京大会 (1981年）が開催されたのも、 U N F P Aの御力添えがあってこそ 



で、 1982年にはAFPPDが設立され、 第1回総会（於：ニューデリー、 1984年）、 

第 2 回総会（於：北京、 1987年 9 月）が開催されました． 

6 年を挟んで北京では第2 回会議が開催されましたが、この間、アジアの議員の運動は 

大きく前進しました。第 2 回総会は、大国際会議の相を呈し、アジア太平洋地域23か国 

の議員が出席し、内18か国では既に人ロと開発に関する議員連盟ができています．また、 

他の地域 6 か国からも議員諸氏を来賓としてお迎えいたしました． 

開会が、趨紫陽首相により宜言されたことからも大会の意義の深さがおわかりいただけ 

ると思います。また、福田超夫元首相（人口と開発に関する国会議員世界委員会会長）か 

らは基幹演説、ナフィス・サディック博士（UNFFA事務局長）にも重要な演説をして 

いただきました。また、オーストラリア、バングラディシュ、 インド、パキスタン、 フィ 

リピン、スリランカの首脳をはじめ、著名な方々からも祝辞をいただきました．ェイシア 

ン・フォーラムの規約も承認され、新しく執行委員会が設立の運ぴとなりましたが、参加 

者からは、組織作りという大仕事もそろそろ終りに近づき、これからは議員活動計画に重 

点を置くべきだという声が聞かれました． 

活動計画については満場一致で承認された北京宣言で触れられています。同宜言では、 

アジア諸国の啓蒙的人口政策及ぴ計画をうたい、議員活動の最大の懸念事であった乳幼児 

・妊産婦死亡率の低下、婦人の地位向上、環境保護、及び貧困の撲減その他の問題を重視

しています。また、アジア太平洋地城の人口増加率を2000年までに年率1％以下とし、 

急速な人口増加の兆しに対してもっと目覚めて欲しいと訴えています． 

1988年にはアジア地域の総人口が30億人に達し、人々の認議も促されることでし

ょう。1987年にUNFPAは、 世界人ロが 50億人になった日を、 150億人の日」 

としましたが、北京宜言では、ェイシアン・フォーラムが「30億人の日」 を主催し、ア

ジア全域の人口問題の重要性に対する理解を深めることを提唱しています． 

第 2 回総会の後、ラーマ・オスマン女史、江天水氏、木村道子女史とニューョークの国

連本部に赴き、デクレヤル事務総長に北京宜言を提出して参りましたが、事務総長は r3 

0億人の日」を含む、北京宜言提案事項への支援を確約して下さいました。また、ニュー 

ョーク及びワシントン滞在中にはナフィス・サディック博士をはじめ、UNDPや世界銀

行の主だった方々にお目に掛かり、引き統きアジアの人口活動への支援を約東していただ 
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きました。議員諸氏、政府、各国の国民の皆さんの不断の努力を信頼し、国連、その他国

際機関の支援を仰ぎ、さらにAPDAと密接に協力すれば、ェイシアン・フォーラム及び

アジアの人口開発活動は必ずやさらに大きい成果をあげられると考えます． 

会議の成功をお祈りいたします。 



開 会 式 挨 拶 

UNFPA広報渉外局長 

ジ奪ティ・シャンカー・シン 

UNFPAを代表いたしまして、 他のスピーカーの方々と同様第4回人口と開発に関す

るアジア国会議員代表者会議にご列席の皆様に歓迎の意を表します．ナフィス・サディッ

ク博士（UNFPA事務局長） は今回は所用のため失礼しておりますが、この重要な会議

の成功を心からお祈りしているという伝言を預かって参りました． 

今回は、佐藤隆ェイシアン・フォーラム議長、サット・ポウル・ミッタール同フォーラ

ム事務総長が御出席になれなくて残念ですが、佐藤先生は、現在農水相としての責務があ

り、また、 ミッタール事務総長は最近身体を壊され、回復こそなさいましたが、主治医か

ら暫く安静にするように言われており、共に出張は無理な状況とのことです．しかし、田

中龍夫先生、胡克賞先生のリーダーシップとマレーシア議員団の御支援があれば、必ずや

今回の会議は、7ジア議員間の人口と開発問題についての地域的協力促進の重要な節目に

なると確信いたします． 

ここでUNFPAについて少し触れさせていただきます． UNFPAは開発途上国14 

0か国以上で人口計画を支援していますが、目下サディック新事務局長の指導の下、その

質、範囲及び効果の改善にとくに努力を払っております。供与各国の寛大なお考えもあり、 

お蔭様で、収入も上向きで、1988年は1億7500万ドル以上の政府援助が見込まれ

ています。しかしながら、開発途上国は、その国独自の必要性や事情に鑑みて人口政策／

計画の実施に一層の努力を払っており、UNFPAからの援助の需要の伸びは歳入を上回

っています。御承知のように、UNFPAは具体的に人口政策を作成することはせず、政

府からの要請に応えて人口計画を支援する形を採っています。UNFFAは人口問題と開

発問題は密接な関係があること、人口計画の成否は地域や個人の自発的参加にかかってい

ることを認め、この種の計画全般の目標は全人類の生活の質を向上させ、豊かにすること

であると考えています。 

このような考え方に沿って、UNFPAは、 人口・開発問題に関する情報交換及び協力 
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の推進に向けて一丸となっているアジアの国会議員の御努力に対し、 1981年来定期的

に援助を行なっています。UNFPAは、 人口政策が地域や個人に広く理解され、受け入

れられるためには議員諸氏の役割が如何に重要か充分承知しています．国会議員は、政府

という高いレベルの人であると同時に、常に普通の人々と接触しており、国家人口計画を

支援し、計画に参加するように有権者を説得するまたとない立場にあります。 

昨年は世界人ロが50億人を突破し、政府、NGO、国連機関、その他国際機関がこの

機をとらえて、人口問題の緊急性‘重要性に目を向けるように計らいました。 

アジアの人口は世界の約60%を占めています。正確にその日は特定できませんが、数

か月後には 30億人に達するらしいとのことで、北京会議（1987年）の宜言でも提唱

されているように、この日を利用してアジアの人々に「アジアの人口問題の必要性、緊急

性及び重大性」 について知ってもらうべきではないでしょうか。 

アジアは他の地城に先駆けて、その国の事情に見合った人口政策・計画を立案・実施し

ている地域ではありますが、世界で人ロがもっとも集中している地域でもあり、人口と資

源のバランスをどのようにとっていくかという点で大きな試練に立たされています． 

これから2 日間、この試練について討議し、国会議員に何ができるのかを中心に、人口 

・開発問題の解決策を模索していかれるものと確信いたします． 



開 会 式 挨 拶 

マレーシア下院議長 

タン・スリ・ダト・モハメッド・ビン・ザヒール‘ハジ・イスマェル 

会長、御来賓の皆様、 

第4回人ロと開発に関するアジア国会議員代表者会議にアジア諸国から国会議員の皆様

をお迎えでき、心から光栄に存じます。皆様本当にようこそお越し下さいました。マレー 

シア滞在は短期間ですが、マレーシア国民とマレーシアという国を一層御理解いただけた

らと念じでおります。 

人口と開発に関するアジア国会議員代表者会議は、議員が協力して、人口関連の研究‘ 

開発及び情報知議の交換を促進することを目的に設立されたもので、同時に、プロジェク

トや計画が作成・実行できるように、情報源の開放と利用の促進も目的としています。こ

のようにして、確実に人口と開発の相互関係に対する認蕊と理解を深めていこうというわ

けです。 

AFPPD第2 回総会（1987年9 月、 於北京） では多数の決議が採択されましたが、 

私としては、中でも1988年の「30億人の日」に興味を感じました。北京会議に出席

された議員の方々が、 1988年は「火龍」の年で、アジア、とりわけ中国系アジア人の

間では末広がりの 8 が 2 つ重なるこの年に子供を授かろうと計画している人が大勢いるこ

とを御存じだったか知るすべもありませんが、そういう年だからこそ、ここに御列席の方

々にはこの「 30億人の日」をプロジェクトや計画の延長線上で考え、アジアのすべての

家庭が、アジアでは人口問題が緊急かつ重大な問題であることを認識するようにしていた

だきたいと思います。 

さて、どこの国でも開発といえば人的要素が最も重要でしょう。人口問題は、乳幼児死

亡率を低下させ、仕事や充分な教育を提供すればそれでおしまいというものでもなく、国

家全体の命運を決する文化、社会、経済及び政治的側面に影響され姿を変えていくもので

す。今日ここに御出席の方々は全員、いずれも、国民の生活水準及び福祉を向上させる人

ロ‘開発政策の推進に向けて努力する責任を担っておられます。これから2 日間このゴー 
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ルに向かって人口問題の討議をしていこうではありませんか。 

話は変わって、マレーシアでは、麻薬問題に対処するいちばん効果的な方法は家族の紳

の強化にあると考えています。家族が愛し合い、いたわり合えば、子供が麻薬に走ること

も少なくなるでしょう。麻薬はアジア諸国で長い歴史を持ち、国民及び国家の前進の足を

引っ張っています。麻薬に対する戦いには努力を惜しんではなりません。責任をもって麻

薬の危険性に立ち向かっていかなければ、開発計画は 1つとして実らないでしよう．です

から、今回は是非ともこの問題も検討していただきたいと思います． 

今回の会議では全員が同等の立場で、アジアの安定と協力を決定する事項を話し合いま

す，この機会を存分に活かして、意見を述べ合い、経験を分かち合おうではありませんか。 

将来、私達の子供達が、私達の英知の恩恵に浴するのです．国民間の理解の促進、国家繁

栄のためにこの会議を利用しようではありませんか。 

私に演説及ぴ開会宣言の栄に浴させて下さいました主催者に感謝の意を表しつつ、ここ

に、 「第4回人ロと開発に関するアジア国会議員代表者会議」の開会を宜言いたします。 

会議の成功をお祈りいたします。 

御静聴感謝します。 



第 4 回人ロと開発に関するアジア国会議員代表者会議 

(1988年 2 月29日～3月1日・クアラルンプール） 

月29日（月） 

10:00-11 :00 開会式 ＜国会議事堂＞ 

挨 拶 Datuk Abdullah bin Haji Ahmad Badawi 
（マレイシア人ロ・資源・開発議員連盟会長） 

1/ 	田 中 龍夫 	（ APDA理事長） 

Iノ 胡 克 賓 	(AFPPD副議長） 

/) 	Dr. Nafis Sadik 	(UNFPA事務局長） 

I, 
	

Tan Sri Dato' Mohammed Zahir Ismail 
（マレイシア国会議長） 

12: 30-14 :00 レセプション（マレイシア人ロ・資源・開発議員連盟会長主催） 

<Hilton Hotel> 

14: 30~ 1 5 : 45 	セッション I -1 くPan Pacific Hotel ・Ball Room B > 

①中国ー人ロ・開発基礎調査 

黒田俊夫（日本大学人口研究所名誉所長） 

②中国一農村人口と農業開発調査 

潰下武志（東京大学東洋文化研究所助教授） 

③マレイシアー都市化・人口移動・開発 

Datuk Dr. Kanial Salleh（マレイシア経済研究所所長） 

16: 0O- 16 : 15 	休 憩 

1 6 : 1 5~ 1 8 : 00 	セッション 1 -2 

④マレイシア・ー農業と農村開発 

Prof. Kanaruddin Kacha（農業大学副総長） 

⑤日本ー人ロと農業開発 

黒田俊夫（日本大学人口研究所名誉所長） 

⑧アジア諸国の人ロと農業政策 

Prof. Gayl D. Ness（ミシガン大学教授） 

20:30～ 	 タ食会（田中龍夫APDA理事長主催） 

<Pan Pacific Hotel・Ball Room A > 
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3月1日（火） 

⑦スライド『日本の人口移動と経済発展』 

休 憩 

9:3O 一、一 	9:55 

10: OO-10 :45 

10: 45-1 1 :00 

1 1 : 	00r、ノ 1 2 	: 00 

1 2 : 3 O-- 14 : 30 昼食会（Dato' Dr. Siti Zaharah bt. Saleiman , 副総理府大臣） 

<Pan Pacific Hotel> 

14 :30へ-16【 00 セッション 	II1 3 	討議 

1 6 : 0 0~ 1 6 : 1 5 休 憩 

1 6 : 	1 5 へ1 1 7 : 30 

1 7 : 30~ 18 : 00 総括・閉会 

20: 30 へ一 	 タ食会 (Tan Sri Dato' Mohanimed Zahir bin Hail Isivail, 

国会議長主催） 	 くYazfflin Restaurant> 



ーセ 、〕ノ ・ンー ョ誠 ン／ I 一 1 (2月 2 9 日午後 2: 3 O"3 :45) 



中国ー人口・開発基礎調査 黒田 俊夫 

議長、国会議員の先生方、そして代表各位、また私の新しく、また古い友人

の皆さん、私は、今回ここに参加しアジアにおける人口と開発に関する話がで

きることを、大変に名誉に存じております。 

これまで私どもはいくつかの現地調査をインドネシア、 タイ、 ネパール、 フ

ィ リピン、中国などのアジア諸国において行ってきました．今日、私が発表い

たしますのは、中国に関してであり、 これは中国政府の協力を得て、 日中共同

研究という形で行ったものであります。 

1987年に私どもは都市の問題に関して、公衆衛生、人口の動態などにつ

いての研究を吉林省を中心に行いました。吉林省は中国の東北部にある省でご

ざいます。この吉林省の調査においては、非常に緊密な協力と援助を省の計画

生育委員会から得ることができました。とくに、吉林省の計画生育委員会、ま

た、長春市、吉林市にも行き、そこで私どもは省政府の方々、人口に関する専

門家、公衆衛生、 さらにはその他の行政担当の方たちとお目にかかることがで

きました． 

ここで詳細にわたってお話をすることはできませんが、報告書はすでに文書

にして配ってありますので、 それをこご参照いただければ幸いです。中国の一般

概要から始まり、中国の人口問題、計画生育プログラム、保健・医療の現状に

ついて。さらに第 6 章には、現地調査報告が出ております。私どもは長春、及

び吉林市双方を訪ね、同地でいくつかのインタビューを行いました。個人を対

象とした面接だけにとどまらず、多くの政府関係者や専門家にもインタビュー 

をしております．また、第 7 章では国際協力の可能性について述べております。 

私どもはアジア人口・開発協会のご協力を得て、 この調査を行ったわけですが、 

そこでの協力の可能性を書いております． 

大変時間も限られておりますので、報告書の全体についてはみなさまにのち

ほどお読みいただくとして、私の報告は結論だけに限らせていただきたいと思

います。すなわち、将来の国際協力の可能性についてでこ’ざいます。国際協力 
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の分野で将来何をなすべきか、 またこのような共同研究を行う可能性、 またそ

の方法論についてお話をしたいと思っております． 

私が知っております限り、APDA が実施している国際協力の提携は規模か

らすれば大変小さなものではございますが、 このように緊密な、深く堀り下げ

た共同研究はあまり例がありません．また、この報告は、これまで出したいろ

いろな研究報告のうちの 1つであるということを付け加えておきます． 

人口の研究は、科学としても中国では新しい分野でこ了ざいます． しかし中国

においては、人口問題は基本的に重要性を持っており、中国は現在人口研究に

対しては、非常に大きな重要性と大きな期待と関心を示しております。とくに

先進諸国、あるいは国連を含む国際機関の協力援助についての期待を持ってお

ります． 

たとえば中国は 20 を超える大学に人口研究所を設置しております．また、 

社会科学院にも人口科学研究所を設置しております．さらに、多くの人口分野

の専門家や研究者を外国へ留学させ、また、外国から専門家を招聴し、共同研

究やセミナーなどを行っています． 

現在、中国の人口と開発における活動は非常に目を見張るものがあります． 

しかし一方、 日本の教育、研究に対する協力は非常に見劣りをするものである

といえると思います．たとえばアメリカ合衆国の協力に比べると、 日本の人口

問題に対する協力は非常に見劣りがします．アメリカは大規模な共同研究、ま

た援助を行っておりますし、多くの研究プロジェク トを中国人の専門家を招聴

することによって受け入れております．人口研究の分野において日本の大学へ

留学している中国人の数が非常に少ないのに対し、アメリカは短期間の訓練を

含めても数百人の留学生を中国から受け入れています． 

第 2 に、アジア人ロ・開発協会は新しい国際協力の枠組みを設定しています． 

これまで出すことのできた財政的な援助はあまり大きなものではありませんが、 

いくつかの分野における人口研究を行っております．金額自体は小さいとして

も、新しい協力を作り出すことができたという意味で、大変前例のないものだ

と思います．中国もこの協力から非常に多く得るものがあったと思います。こ 
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のように援助を与えた政府から、 また国から信頼を得るということは大変大事

だと思います。それがなければ協力の目的を達成することはできません。この

ような協力の仕事、およびそのプロセスは、やはり前もってきちんとした討議

を行って、 そして調査を実施し分析をするということが大事であります。それ

ぞれの専門家が協同作業をすることによって、相手国の信頼を高め、 そして目

標を達成することができるといえましょう。 

現在の状態、また過去の経験に基づき、いくつかの勧告を出すことができま

す。これはこれから先の望ましい国際協力、および援助に関する勧告でござい

ます．モの勧告の 1つとして、 まず都市と農村における死亡率格差に着目する

ことが必要でありましょう。また、死亡率改善を行うためには、実験的な研究

を行い、 いくつかのモデルセンターを設立することが必要でありましょう。こ

のモデルセンターにおいて保健、医療を行うことができます． とくにモデルセ

ンターは農村部に建てることが必要だと思います．このようなセンターを設置

する直接費用は、 日本偲が負担する必要がありましょう．また、運営は日中共

同の研究グループで行うことになります， 

このような研究を吉林省で実施することが好ましいと思います．そして、 そ

の成果が非常に良いものであれば、他の省に逐次普及させていくことが必要だ

と思います．吉林省の私どもの研究、 これは長春市、およぴ吉林市双方で行っ

たものですが、 この共同研究を行っておりますとき、現地政府の方たちとお話

するなかで、死亡率が非常に低下したことを認議いたしました．たとえば、中

国側からの情報によりますと、吉林市での乳児死亡率は 1 5 人でした． しかし、 

これは都市がどこまでを意味するかということに問題があるわけです．それで、 

私が農村地帯での乳児死亡率はどのくらいかと質間しましたところ、非常に高

いという返事が返ってきました。吉林市における農村地城の乳児死亡率は 30 

人であるということでした．そして、乳児死亡率にもこれほど格差があるのだ

ろうかと驚いたわけです．都市における農村地域において、都市中心部に比べ

るとそうとうに死亡率が高いのだということがわかりました． 

そういうことから、本当の農村地域、たとえば吉林市近郊の農村地城ではな 
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くて、 より僻地にある農村地域の死亡率はもっと高いに違いありません。です

から、 いかに乳児死亡率を下げるかということだけではなく、死亡率格差を調

べることも大事だと思います。子供の数を少なくするということも大事であり

ますが、乳児死亡率が非常に低くなるということを考えると、全体的な視野に

立つことが大事ではないかと思います。 

第 2 に、 この死亡率統計整備のための協力が必要でありましょう。普通死亡

率はすでに低水準に改善されております。平均寿命は、今や女性 70 歳、男性 

65 歳で死亡率が非常に下がったことは顕著です。 しかしながら、乳児死亡率、 

また成人病における死亡率は今なお高い傾向があります。そういう意味で、共

同研究プロジェクトを作り、 さらにこのような死亡統計整備を行うことが必要

であろうと思っています． 

S 番月に移りたいと思います。さきほど乳児死亡率においては，地域格差が

非常に大きいということを申し上げました．やはり共同研究をこの分野におい

ても行うことが必要ではないでしょうか。 これは吉林省だけではなくて、他の

ところでも行う必要がありましょう。たとえば、乳児死亡率の改善は人ロの質

的向上のために必要であるということがいえます。 また同時に、効果的に 1人

っ子政策を推進する観点からも乳児死亡率の改善は必要でしょう。 

4 番目に、家族構造の変化に関する研究を行うべきではないかと思っていま

す。中国においては、新しい経済体制の導入により、家族の構造に大きな変化

が見られています。 と くに農村ではかなりの変化が起きています。すなわち、 

専業農家が中心であったものから、家族形態の多様化が見られるということで

す。 

また同時に、人ロの高齢化が進んでおります。また同時に都市化も進んでい

ます。去年の 9 月、北京において高齢化の問題についてお話をする機会があり

ました。高齢化のプロセスはどのようになっているのか、 そして高齢化社会が

どのような影響を持っているのかということを、 中国、 そして日本における調

査にもとづき話をしたわけです。現在、 65 歳以上の高齢人口はそれほど多く

はありません。 日本における数字は、先進諸国の中では非常に低いものです。 
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中国でも 65 歳以上の人ロが 5 ％以下と、 まだ非常に低いものです． しかしな

がら、近い将来の高齢化の傾向は、 日本においては今世紀末 65 歳以上の人口

は、全人ロの 1 6%になるだろうと予想されています。そして、次の 2 1世紀

になると、 65 歳以上の割合が 24％に上昇すると予想されています． 

中国の場合も現在は高齢化の傾向は非常にゆるやかです。 しかしながら、来

世紀になると、 この高齢化の傾向は一段と速くなることが予想されます．です

から、 日本の場合、中国の場合を考えてもやはり共同で人口予測をしていくべ

きではないかと思います。中国における高齢化は、ひょっとすると日本よりも

早いくらいのことになるかもしれないわけです．やはりアジアの友好国の状況

についても目を向けていきたいと思うわけです．この高齢化の問題は、現在と

り上げる必要性の高いものです。日本で現在この問題に関する専門家会議を開

催中です。将来はこの会議に皆様方の国からも出席していただけるように期待

しております。 

それから第 5 番目に、都市人口、都市化問題に関する研究も行わなければな

りません。また、都市部への人口の転入に関する研究も行っていかなければな

りません．現在、中国の都市には労働力が不足しております．住宅、ホテル、 

工場などの建設ラッシュによるものです。 とくに人口 1 00 万以上の大都市で

は人口過密による弊害を防止するための転入制限措置がとられているため、逆

にこれが人口過疎というマイナスの影響を与えてしまっているわけです。この

ような必要労働力は、農村から都市に流れ込んでいるわけですが、非登録人ロ

として流入しています．つまり、非合法転入とよぶことができます．例えば、 

上海などでは 1 00 万、 200 万といった大きさの未登録転入人ロがあると言

われています。これは長春市、吉林市などではまだそれほど大きな問題とはな

っていませんでしたが、市当局の方はやはりこのような転入が増えているとい

う傾向に対して大きな関心を示していました。中国も非常に都市化の問題につ

いては興味を寄せております。とくに、都市階層構造に対して高い関心を持っ

ております．また同時に、都市全体のバランスをどのようにとるか、すなわち、 

人口の成長のバランスをどのようにとるかということを考えているわけです． 
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この問題は中国だけではなく、 アジアの他の多くの国々も関心を示しています。 

ただ、現在十分なデータがそろっていないということが問題になっているわけ

です。 

中国の都市化問題については、 とくに人口の転入と転出の差が、やはり開発

計画の中において重要な変数となります。私どもは、中国との共同研究開発に

将来どのような課題があるのか、 また中国だけではなく、 アジアの他の国々と

の開発、共同開発調査において将来どのような課題があるのかということを見

て参りました。人口問題に関する援助、協力をどのように行うかということを

認識することは非常に重要です。アジアの専門家が日本に来て、 日本の専門家

とこの問題について話合うという機会はどんどん増え、 また日本における滞在

期間も長いものとなっています。 

また人口転換に関しては、韓国、 中国などに起きている人口転換は、 日本の

人口転換とは違・っています．それぞれの経済社会の発展により、 それぞれの状

態に則した人口転換が行われているわけですが、 ただそれぞれの国における状

況を比較するということ、つまり各国で何が起きているのか、 1国でなぜ 1つ

の事が早く達成され、 1つの国ではそれが遅く しか達成されないのか、 そうい

った基本的な社会経済面での状況を比較し、見るということは非常に重要です。 

アジア全体として人口問題に対する関心は非常に高まっております。その意味

で、私どもは非常に貴重な経験をしたと思いますし、各国の人口発展の比較研

究をすることが可能なのではないかと思っております．ありがとうこ’ざいまし

た． 

〈質疑応答〉 

（オーストラリア・グッ ドラック） 黒田先生、 どうもありがとうございまし

た。 1つ質間がこ’ざいます。 日本は今世紀末までに 65 歳以上人口割合が 1 6 

％、次世紀には 24 ％とおっしゃいましたけれども、ほとんどの先進国も同じ

ように高齢化社会の問題をかかえていると思います。中国に関しておっしゃっ

たことは大変おもしろいと思いました。新しい局面を見ておられると思います． 
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昔は出生率だけが問題だと思っておりました．そして、出生率さえ考えればい

いということでしたが、今は高齢化問題が出てきております。また女性の方が

長生きということですが、男性に比べて女性の方がどのくらい長生きをするか

というような統計をお持ちですか。女性のライフスタイルが変わってきている

ので、女性の方が何年ぐらい長生きするか知りたいのですが． 

（黒 田） どの国においても女性の方が長生きであるということはわかって

おります． 日本でも女性人口の方が急増しております．高齢化を考えるに際し

ては、高齢者人口を 3 つのグループに分ける必要があると思います．ヤンガー 

オールド、 オールドオールド、 オールダーオールドというふうに分けると、年

をとればとるほど女性の人口の方が増えてくるわけです。その対策となると、 

まだ未解決の問題ですが、政府の政策として考える必要があると思います．た

とえば、医療とか、社会保障とか、 その他の問題について政策的に対処してい

くことが必要だと思います。人ロと開発の問題はかつては若い人とか出生率の

ことしかテーマにならなかったわけですが、現在は高齢化の問題が出てきたわ

けです。 したがって、開発途上国、先進国ともに、 もし出生率を下げていくと

すれば、 2000年までに人口の成長率を 0 にするとすれば、高齢化の問題が

出てくるのではないかということです．やはり、国会議員が人口の高齢化が大

きな問題であることを認識する必要があると思います。 

(I PPF・トーマス・ウン） 2 つほど質間があります． 1つはなぜ吉林省

を選ばれたのでしょうか．四川省でもいいんじゃないでしょうか．四川省の方

が人口増加率が高いです．もう1つ目の質問は、第二次世界大戦後、 日本では

人口転換が行われましたが、たとえば、中国とかインドネシアのようなアジア

諸国でも日本と同じような形の人口転換が起こることは可能でしょうか． 

（黒 田） 四川省の方が人口問題があることはたしかですが、理由といたし

まして、吉林省ではすでにいくつかの共同研究を行っています．そのため吉林

省の方が訓練を受けた人が多いということがあります。たとえばインタビュー 

をする上でも、 このように訓練を受けた人がいることが大事です．このような

人的手段を使うことができるというメリットが吉林省にはありました．また、 
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吉林大学には人口研究所もあり、吉林省の方が関心が高かったわけです。また、 

計画生育委員会も非常に大きな関心を寄せており、そういう意味で吉林省を選

んだのです。 

次に人口転換に関してです。人口転換のためには出生率、死亡率が非常に低

下するという現象が必要であります。出生率、死亡率が西洋諸国よりもっと早

いスピー ドで低下しなければならないのです。 しかし、 日本はアジアの中でた

だ 1国、 このような人口転換を経験しております。 しかもこのような人口転換

は他の諸国でも反復される可能性はあります。これを人口波及効果と呼んでい

ますが、 日本で行われた以上、他のところにも波及していくであろうと考えて

います。たとえば、沖縄県は昔は日本領ではなく、 アメ リカに占領されていま

した。 しかし、 日本に帰属するや、人口転換は沖縄にも波及いたしました。台

湾、韓国、 シンガポールと、波及していくことは可能です。 

ですから、人口転換を効果的に、 しかも迅逮に行おうとすれば、人工的に手

を打たなければなりません。つまり、政策が介入しなければならないというこ

とです。社会、経済、開発政策、 そして人口転換政策をとらなければならない

のです。私の研究によれば、経済開発が行われれば、人口転換も行い得るので

す．人口転換と経済開発には非常に緊密な関係があります。経済開発が円滑に

行われれば人口転換も非常に円滑に行われる．モして、人口転換が進めば経済

開発にプラス効果があるということで、相互に補完的なものであるといえまし

ょう。 したがって、 この両者のバランスが大変大事であるということです。マ

レーシアにおいても、人口転換は達成されるであろうと思います。香港、 シン

ガポール、 フィ リ ピンなども同じです。大韓民国、 中国、 タ イ、 マレーシアそ

の他にも波及効果があると思います。すなわち、追い越し追い越せということ

になります。 



中国ー農村人口と農業開発調査 漬下 武志 

私は今回でマレーシアに参るのは 5 回目です．マレーシアについてもお話し

たいのですが、今日はマレーシアのことではなく、中国の経験ということでお

話したいと思います。 

私どもは、中国江蘇省の計画生育委員会の協力を得て、南京付近において、 

政府レベルから地方の農村のレベルまで調査を行いました。これにより、最近

の中国の変化を把握することができたわけです．とくに、地方における変化を

つかむことができたと思っております。私の印象を以下 2 つの問題にまとめて

お話したいと思います． 

1つは地方の企業、郷鎮企業というふうに呼ばれているものですが、 もう1 

つは小さな個人企業（個体戸）にわけてみたいと思っています．こういった 2 

つの地方の企業と小さな町を比べ、比較してみると、何らかのモデルが得られ

るんではないか、 さらにこれにより、農村部から都市部への人口の流入と、そ

れによって企業による労機力の不足を補う流れというものが出てくるのではな

いかと思います。また、市場の構造も公共部門から民間部門へ移ってきていま

す。それにより、人口の増加と生産の伸ぴに不均衡が生じてきているわけです． 

また、公共部門と民間部門の関係といったものも非常に深刻な問題になってき

ています．これは、中国だけではなく、 モの他のアジアの国においても同じよ

うな問題が生じています。ですから、地方の都市における小企業を調査するこ

とにより、人口の都市部への流入を想定することができますし、小企業に対す

る労働力の供給といったことも把握することができるかと思います．これは農

村で起きている現象です。また、 もう一方では都市機能を農村部において確保

しようとする試みがあります。小都市の機能を農村で確保することにより、人

口の過剰増加を防ごうとしているわけです． 

この 2 つの観点を農村において調査することにより、 こういった都市部と農

村部の人口流入、あるいは流出の関係がどの程度までその他のアジアの諸外国

にも適応できるのかということを考えてみたわけです。また、中国の地方都市 
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の変化というものに関しても、お配り した報告書の中にまとめてございますの

で、 モれについては詳細はここでは述べません。 

また、技術変化に対応するいろいろな技術協力の可能性についてもお話をし

ていきたいと思っています。中国の地方の調査の経験に基づき、協力の可能性

についても触れたいと思っています．たとえば仲介業者があります。新しく中

国の地方に出てきた現象です。自然発生的にこういった仲介企業が出てきたわ

けです。こういった解決に対する共通のアクセスを、都市と地方の関係という

ことからとらえてみたいと思います．また技術交換に関しても、徐々に大きく

広がっており、新しいタイプの穀物、あるいは果実、あるいは野菜といったも

のも開発されてきています．中国政府でも、 できるだけ支出を抑えて、公共部

門を減らしていこうという意向でいるようです．これは人民公社から民間部門

ハ、の移転ということになるわけですし、 しかも小企業によって地方で実現され

てきているわけです。地方企業といっても個人経営のものもあれば、 また農村

経営のものもあります。こういった変化が、今新しい時期に入ってきているわ

けです。いろいろな国家の基金を使い、収益を上げ個人個人の経済活動を高め

ようという動きがでています。現在公共部門の投資は新しい側面に直面し、地

方に潜むェネルギーを活用しようとしていると言えるかと思います。これは、 

たんに政策の面だけでなく、経済活動の可能性というものを探るという意味か

ら行われているわけです． 

こういった大きな変化が中国で起こっているわけですが、 その他のアジアの

諸国も、やはり同じように問題あるいは変化に直面しなくてはならないわけで

す． 1つには公共部門と民間部門の関係があり、また 1つには経営の増大と収

益の増大があります． さらに生産性の増大があります。また、中国の経験、 と

くに人ロの論理がその他の国に適応できるものなのかそれとも限られているも

のなのか．つまり経済的状況や地域によって限定されるものなのか、 それとも

他の地域にも適応できるものなのか、 ということが考えられるのではないかと

思います．また、この論理、つまり人ロと生産の関係、あるいは人ロと生産増

加の関係というものをもう一度考え直さなくてはならないと思います。 
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また、政策の観点からは、 より詳細なレベルで政策の適応ということを考え

ていかなくてはならないのではないかと思います．これは地方の開発、 また都

市の開発といった面でもう一度考えていきたいと思います．どうもありがとう

ございました。 



マレーシアー都市化・人口移動・開発 ダトー・カマル・サレ 

私のこれからの話には、 2 つの点が含まれております． 1つは、アジア各国

における過去 20 年の都市化についてで、各種データを含むレポー トをお手元

にお配り しています。 

2 番目は、人ロの都市化、移動、開発に関するマレーシアにおける経験です。 

これはとくに政府の政策についての経験をお話させていただきたいと思います。 

都市化、人口移動、開発は、経済や政治と切り離しては考えられません。まず、 

世界の経済に何が起きているのか、そして過去 1 0 年間、 1 960年から 19 

70 年の間にそれがアジアにどのような影響を与えたか、 またこれから将来 2 

1世紀に向かってどのような影響を与えていくかということについてお話した

いと思います。 

60 年代と 70 年代は、非常に経済成長が早い時期でした．ところが、 80 

年代になると、経済成長の伸びが緩やかになって、安定成長の時期に入ったわ

けです。人口政策や都市化は、このような経済状況、生産状況の変化により影

響を受けてきています。 

70 年代、そして 80 年代の経済成長はやはりアジア地域においても見られ

ています。80 年代、 90 年代‘ 21世紀において、世界の経済成長の中心は

西太平洋部、東アジア部であるとよく言われております．アセアンを含めたこ

の地域が、人口移動の問題なども』、くめ、 これからいろんな調整が必要になっ

ていくであろうと言われております。またお配り したレポートにも、 このよう

なアジアにおける長期的な調整にどのようなものが必要かということが書いて

あります。 

それからレポー トの次章には、都市化の傾向について書いてあります。 とく

に人口動態的な要素を見てみますと、 まず最初に都市化はアジアにおける、 ま

た世界における経済の急成長を見たうえで考えなければならないということ。 

とくに、 60 年代、 70 年代においてがそうです。また、 80 年代から今世紀

末にかけては、経済成長は安定化の方向に向かうと考えられています。 
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まず、アジアの都市化について申し上げます．急遠な都市化の達成、 そして

経済成長の達成が 70 年代に行われましたが、 80 年代から先の都市化の傾向

は緩やかになっていくでありましょう。農村の状況、都市の状況を見てもこの

ような傾向が見られることは確かです。レポートの中にはいろいろな分析を行

った結果のチャートがありますが、世界の平均から見るとアジアにおける都市

化の傾向は 1つの例外を除いて緩やかになっていくでありましょう．これは国

連の予測によるわけですが、その 1つの例外とは中国です．中国の各都市の成

長はむしろ加速の観を強めているわけです．中国の人口は世界人ロのほぼ 5 分

の 1を占めているわけですが、 この中国においてこのような傾向が見られてい

るわけです．黒田先生はじめ、その他の方々がいろいろな中国に関する調査を

されましたが、この中国における経済改革政策がどのような影響をもたらした

かということは非常に興味深いことです。 

また次に、アジアの傾向について話したいと思います．これはいろいろなグ

ラフ、表を含んだレポートの形になっています．60 年代からの 20 年間にお

いては、 アジアの都市化は世界に比べて遅かったわけですが、 これはアジアの

経済状況にかかわっています。 しかしながら、アジアには非常に人口密度が高

いところがあります．とくに南アジアとか、中国は人口密度が高くなっている

わけです。そういうことを考えると、都市化にも将来のパターンが予測できる

のではないかと思うわけです。 

それから 2 番目に、国によって状況は違いますが、マレーシアのケースを見

てみたいと思います．マレーシアの都市化についてはこのレポートの中でも扱 

っていますが、最近の経験としては、 70 年代の経験とモれ以降を比較してい

ます．70 年代というのは、歴史的な矛盾が構造的に続き、民族によって地域

的に、あるいは農村と都市の差別化というのが非常に多出した時代です。また、 

労働力の農村から都市への移動に関しても、民族によって非常に差がありまし

た。たとえばイスラムであるか否か、マレーシア人であるか否かによって大き

な差があり、 これが 70 年代まで統いていました。マレーシア人以外の民族に

はまったく移動がなかったような都市もあります。ですからいろいろな産業部 
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門も民族によって決まっていたわけで、 これが 70 年代までの傾向です．モし

てモの間に経済の急成長が達成されたわけです。お配り レているレポートの中 

に詳細な形で新しい経済政策の達成と人口政策について述べていますが、つま

り社会を再構成し、都市部と農村部のバランスをとり、経済のバランスをとる

政策のもとで急成長が行われたわけです． 70 年代の急成長の時代を経て、 そ

の 1 0 年後、 80 年代に入ると、再構築が終わって都市部への流入人口が 2 1 

％ほどになり、増加を示してきました． 8 1年には 35%になっています．こ

れがマレーシアの開発における 80 年代と 70 年代の非常に大きな変化です。 

経済成長政策の後半、 80 年代になると、社会の横築のやり直し、再誉成の

ための政策が実施されました。人ロの分散化が叫ばれるようになったわけです。 

お配り したレポー トには、 自由貿易ゾーンにおける傾向とモの影響を示してあ

ります。 70 年代から続行して自由貿易地域に人口が流入してきました。 レポ 

ート中の数字はとくに若い女性労働者です。この数字を見ると、非常に狭い分

野の人口移動しか起こっていないということがわかります。世界の経済がしだ

いに安定化し、緊縮状態になってくると、 こういった労機者が非常に大きな重

荷となってきたわけです。都市部から農村部へ帰って行ったかなりの労働者が

ありますし、都市部に残った人もいます。この経済緊縮の告晃、失業問題が起

こり、 とくに若い層での失業問題が起こってきたわけです。 70 年代後半から 

80 年にかけて生じた現魚です。経済政策が実施され都市化が図られたにもか

かわらず、その後、経済政策や経済状況の変更により、失業という問題が出て

きてしまったわけです。これが 1つの影響として挙げられます． 

もう1つの影響として、 この失業の増加により、畿村に戻らずに都市に残る

人が出てきたという問題があります．堤村に戻るということは失敗を意味する

ため、いったん都市部に流入した人々が都市に残る傾向を示したわけです．モ

れとともに、 2 番目の問題として出てくるのは、政府自体が何らかの形でそう

いった赤字の問題をかかえているため、都市化のプログラムの削滅を行なわな

くてはならない状況になり、雇用を力ッ ト したわけです．政府の従業員の首切

りがあり、失業をさらに促進したわけです。これが人口流入にどういう渉響を 
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与えたのかは正確にはわかりませんが、 1つ明らかな点としては、かなりの数

の熟練労鰍者が自分で都市でビジネスを始めるという現象が出現してきました。 

正規雇用につかない人がかなり出てきたわけです。この傾向はシンガポールに

もマレーシ 7にも見られます。シンガポールでは建築部門に人手不足が生じ、 

かなり豊かな労爾者が建築現場で働くというような現象が見られました。また、 

マレーシアの中産階級が 7 0 年代において、かなり工場等で就業につきました． 

こういった状況の変化により、 70年代、 80 年代のマレーシアにおける移

民は非常に急速に発生したわけです．と くにアジアの議員による活動では、 こ

ういった問題を 1つのト ピックと して、 フィ リ ピン、 マレーシア、 イ ンドネシ

アといった地域間の労働力移動を取り上げていいのではないかと思います。と

いいますのは、中東が既に建築業などの労機力を吸収できない状況になってし

まい、 フィ リピン、 イン ドネシア、 マレーシアなどアジア地域間で人口移動が

起こっているという状況があるわけです。各国間で調整が行われてはいますが、 

マレーシアでも新レく流入してくる労働力を吸収しきれない状況にあります。 

これが将来の政治的な問題へ、とつながってくると思われます。すでにフィ リピ

ン出身のメイ ド、家事手伝いの人にも国から出てほしいというようなことが各

地で言われていますし、 これがフィ リ ピンの失業問題もつながっているわけで

す。 

〈質疑応答〉 

（シンガポール・ サニフ） 1つ簡単な質問がございます．今、いろいろなお

話をうかがいまし たが、地域聞の人口移動の比較について、たとえば開発途上

国と先進国との人 口移動の比較についてお話いただきたいと思います． 

（ダトー・カマル ・サレ） 人口移動につきましては、お配り したレポートに

書かれています． 内容はアメ リカや中東、 そレてョーロッパー、の人口移動につ

いてです。こうい った国際間の移動について重要であるということは認識して

います。これから もアメ リカ、 ョーロッパに対する人口移動は統いていくと思 

います．70 年代 80 年代の人口移動では中東向けが非常に多かったわけで 
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す。マレーシアの経験をもとにお話いたしますと、外国からのマレーシアに対

する人口流入、つまり外国からの労鰍力流入は非常に重要だったといえます。 

ただ、現在マレーシアにおいてはマレーシア人の失業率が高まっているという

現状を考えると、やはり政策上改善されるべきいろんな問題点があると思いま

す。 



叱ご 、ン, 、ン 謝 ン／ I 一 2 (2月 29 日午後 4 : 1 5"6: 00) 



マレーシアー農業と農村開発 カマルディ ン・カチャ 

議長およびこ’出席の皆様、これから農業及び農業開発についての動向を発表

いたします。 

マレーシアにおける農業部門の活動および農業開発についてお話をしたいと

思いますが、 これまでの農業政策や活動に対する批判はいたしません。お手元

にお配りしたレポートを読んでいただきますと、いろいろな可能性についてお

わかりいただけると思いますので、 ここではスライ ドをお目にかけながら話を

進めたいと思っております． 

1 960 年代、 70 年、 80 年、 90 年までのマレーシアにおける農業部門

の経済寄与率の予測が出ております。これによると、農業セクターーのGDP 国

内総生産に対する寄与率が下がってきていることがわかります。80 年には 2 

2. 8％でしたが、 1 990 年には 1 8. 1％まで下がることが予想されてい

ます． 1 950年代は 29 ％でした． しかし生産量は増えています。GDP に

対する輪出比率も 80 年 39. 8％が、 1990年に 28. 4％に下がってき

ています．また、雇用創出に関しても、全体的な比率で見ると下がっているの

がわかります。量では増えていますが、比率は下がってきています。 

次に進みます。農業部門での耕作面積は 420 万ヘクタールが恒久的に耕作

地として使われております。 

また専管水域が 81年に宜言され、この結果経済水域は 16 万平方海里と 4 

倍になりました．これまでも農業部門が活性化するためには、海洋資源も活性

化しなければいけないということが叫ばれてきました。 

主な農業作物としては、 ゴム、 オイルパーム、 ココナツ、 フルーツなどがあ

りますが、 とくにオイルパームが重要と考えています．またココナツが非常に

増加し、ゴムは減少しています。 

次に畜産を見てみましょう。 ビーフ、マトン、ポーク、養鶏、卵などです． 

牛乳も相当増えてきております． しかし皮革はあまり増えてはおりません． 

次に漁業ですが、 1 0 万 7 千人の伝統的な漁民がおり、労働力の 2. 04% 

-37 ー 



を占め、漁獲量 56 万 5079 トンです。 

次に農村人口についてお話をしたいと思います。総人口の 62. 2%, 1 5 

79 万人が農村地域に住んでおり、家族は 5 人から 6 人、出生率 3. 8 から 4 

人です． しかし農民の平均年齢が 54 歳と非常に高くなっています。また 50 

歳以上人口が 6 1％を占めています。これは農業省が 1 982 年に行った調査

なので、現在の平均年齢は 59. 5 歳になります。年齢から見ると、 25 歳以

下が 1. 9%. 25 歳から 34 歳が 14. 5％にしか過ぎません。また教育に

ついては、 3 分の 1が全く学校教育を受けていません。 9. 6 ％が成人学校に

通い、また 50 ％位が小学校卒業、 0. 5 ％が高等教育や職業教育を受けてい

ます。 

私どもはアウ トライン・パースペクト・プランという将来 5 カ年計画をもっ

ています。 これはすべてのマレーシア人が平等に国の経済に参加できるように

するという計画です。この 5 カ年計画により、生活水準をとくに農村地方にお

いて向上させたいと考えています。モのためには基本的なインフラの整備が必

要です。 85 年までに電気は 6 8%、上水道は 57 ％の普及率です。また、農

村地域において、大小 76 の保健所があり、診療所は 322 となっております。 

教育施設については、 85 年の数字ですが、 3, 1 50 の幼稚園、 5 万 20 

0 の小学校、 1万 9300 の中等学校があります。 

それから現在低価格の住宅を建造中です。約 5 千個の住宅建築を土地開発計

画のもとに行っております。 また 69 万ー、、クタールの新たな耕作を計画してお

り、 トータルで 9 0 万一へ、クタールを考えています。そして 1 99 0 年までにさ

らに 286 万ヘクタールを開発する予定をたてています。 

この 5 カ年計画により、貧困が撲滅されました。貧困者の割合は 70 年代に 

49. 3%でしたが、 80 年には 1 8. 4 ％まで下がってきています。 しかし

他の面でいろいろな問題が出てきています。 1つには遊耕地の問題があり、現

在 56 万ヘクタールも遊耕地があります。これを何とか耕作地に変えなければ

なりません． 1 997 年までに 40 万ヘクタール以上を開墾、 1 990年まで

には、 さらに増やすことになっています。これは連邦土地開発局が行うことに 
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なっています。 

それではマレーシアの農業の将来についてお話をしたいと考えています。マ

レーシアの農業はもともと 2 極分化しており、 プランテーシ曹ンと小規模愛業

に限られていました。 しかしながら連邦土地開発局など多くの省庁ができ、現

在小さな農業セクターを組農化しようということを考えています。プランテー 

シ曹ンを設立し、 モして経済をさらに拡大しようということを考えているわけ

です。また、小さな農業単位を連邦土地開発局、農業省、連邦と地域社会開発

省のもとに組織することを考えています。つまり伝統的な村とか、伝統的な農

業部門における改革です。 とくに小規模農業についてたくさんの問題があるわ

けで、小規模農業を組織化することが必要なわけです。そのため 84 年に新し

い政策、NAP 全国農業政策を策定し、農業所得を最大化することを計画して

います。これは国の資源を利用し、同時にマレーシア経済に対する農業部門の

寄与を再活性化するという目的をもっています。 したがって、構造的な開発と

構造転換が必要で、農業の基盤強化ということも含まれます。現在小規模農業

は平均1. 9 ヘクタールの土地面積しかありません。そのためこれらの小規模

農業から脱皮させ、一体化して一群の管理者をおくということを考えています． 

第 2 に、遊耕地の開発があります。この開発を行っているのが、たとえば逮

邦土地開発局、 あるいは FOA などです。 さきほどのスピーチにもありました

ように、大学教育を受けた人々が農村地帯にまい戻り流入してくるという現級

があります。現在毎年 5 万人の大学卒が生まれます。この人達の雇用開発をし

ていくため、私共は大学を卒業した人達が農業に戻って、 そして典業企業を始

めるということを考えています。 80 年にこのプログラムを始めたわけですが、 

それほどうまくいきませんでした。そこで大学を卒業した人達が近代的、商業

的な農業に従事してくれるよう、 86 年に新しいプログラムを提山しました。 

その反応は大変よく、多くの大学卒の人達が現在農村に根をおろして商業ベー 

スの農業を行っています。 

次に、民間部門の進出を促進するということがあります。ご存じのように、 

民間部門は輪出用の作物、たとえばゴム、 オイルパーム、 ココアなどの生産に 
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は従事していますが、 しかしその他の作物、たとえば商業的に果物を栽培する、 

あるいは大規模な畜産を行うというようなことはやっていないので、今後は民

間部門にこのような部門に参入してもらいたいと考えているわけです。すでに

ライオングループが魚の養殖を始めています．また、いろいろな政府機関、た

とえば農業銀行とか、その他の政府機関などが農家に対する支援制度を向上さ

せようとしています。これが最終的には、全国農業政策の達成に結びつくので

はないかと思います． 

次に、やはり構造転換として必要なのは、商品の開発と多様化です。経済的

な可能性のある作物を多様的な形で開発していくことが必要です。果物でもた

とえばドリアンなどは香港、 シンガポールと非常に市場が限られています． し

かし、 スターフルーツなどは輸出製品として可能性があるのではないでしょう

か。 さらに、マンゴスチン、 グアバ、バイナップル、バナナなども輪出商品と

しては有望でしょう．こういうものを輪出市場に回したいと思ってます。畜産

の多様化も大変重要だと考えています． 

漁業関係では、現在は昔ながらの方法で漁業が行われていますが、漁場の広

さから見て、大きな可能性があります．また養殖はマレーシアではまだ新しい

ものですが、この分野でも非常に多くの可能性があると考えられています．次

に林業の方でもいろいろな植林の計画が立案されています。 

たくさんの省庁が関係している統合農業開発計画があります．また地域社会

開発委員会、農業省連邦土地開発局、 さらに厚生省においても活動が行われて

います。これらすべての努力を要約すれば、すべての人口層に対してバランス

のとれた成長を与えることと言えまレょう．十分な収入、健康、モして衛生、 

教育を与えることにより、生産的な人的資源を作り出すということがモの努力

の目標です． 

〈質疑応答〉 

（タイ・チュムサイ） タイはマレーシアと同じような自然条件を持っていま 

す．さきほど土地についてのお話をうかがいましたが、お聞きしたいのは、 ど 
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ういった作物をそれぞれの土地で育てたいと考えておられるのかということで

す。 

（カマルディ ン・カチャ） マレイシアでは果物の生産が遅れています。問題

は民間部門の方で果物を多様化することに反応が少し鈍いということです。す

でに確立されているオイルパームやココアなどはいいのですが．政府としては

生産の多様化を希望しているのですが、市場価格が安定していないということ

で、やや立ちおくれノています． 

（スリランカ・アタパト） 農家の世帯人員は平均は 5 人から 6 人と書いてあ

ります．また、 さきほどから農業部門がさらに拡大するであろうと言っておら

れますが、農業部門でこれだけの人ロを吸収できるのでしょうか． 

（カマルディ ン・カチャ） 雇用機会ということからすると、やはり農業の拡

大が考えられます． 5 人から 6 人の家族であれば、吸収は可能でしょう． 

（シンガポール・サニフ） シンガポールで農業離れが進み、都市部への人口

流入が統いています。 レかも都市流入人ロの主流はどうしても青年です．ほと

んど若い人達が村を出てしまう結果、現在の農民はほとんど年寄りばかりです。 

村から外に出て行けばいい仕事があるんじゃないか、都市にいい仕事があるん

じゃないかという高い希望をもって村を出て行くわけです．この人達を農業に

呼び戻すことは、 なかなか大変です．若手農民のためのプログラムを作ってい

ますが、 しかし青年達の反応はいま 1つパッといたしません。現在 3 万人の大

学卒業者のうち少なくとも 1千人の人達が農業に関連する活動に参加していま

す．これは自然の動向ではないでしょうか。将来都市が飽和状熊になってくる

と、この人達を吸収することはできません。ゆっくりではあっても、雇用の機

会のある農村に戻って来るのではないでしょうか．農村地帯の方が雇用の機会

がたくさんあります．我々はたくさんの雇用計画を農村にもっております． 



日本ー人口と農業開発 	黒田 俊夫 

日本の人口問題と農業開発ということで、お話したいと思います． 

明治維新後、 1868年、現在から 1 20 年前になりますが、 このとき 1 2 

0 年後にどういう人口増加を示すかということを予想した数字が 1％でした． 

しかし 1 20 年後の現在、 とくに最近では、 0. 5 ％ほどの増加しか見せてお

りません．こういった人口増加と経済発展を見てみようというわけです． 

お手元にお配り したレポートの中で、岡崎先生が、政府のとった人口政策と

いうことでまとめています．第 2 次世界大戦後、 日本には人口政策がありまし

たが、あまり効率的なものではありませんでした。と言うより、 わが国は人口

政策を前向きに見るのではなく、すべてネガティプにMCHであるとかという

面から見てきたわけです．ですからわが国には実際には人口政策というのは無

かったも同然だったわけですが、人口政策というものをもっと広い意味で考え

た場合、広範囲な意味では非常に強い政策があったと思います。これは人口移

動に関しての政策です。動機を与えないと人々は動かず、人口移動につながり

ません。政府は特定の大都市における人口集中、 ビジネスの集中を懸念するよ

うになったのです。 3 つの大都市集中地城に人口が過度に集中してしまうとい

う現象が起こってきたわけです。 

土地は日本全体の 1 5 ％であるにもかかわらず、 そこに人口の半分、つまり 

5 千万人以上の人が過度に集中してしまうという状況が起こってしまい、必ず

しも望ましい状況ではなかったわけです，ただ人的資本、あるいは資金を効率

的に使えるという利点はあります。ただある程度の飽和地点を過ぎると、望ま

しからざる状況が出てきます。また、 これら東京、大阪、名古屋という大都市

においては、士地価格が高騰するという問題が起きてきましたし、 また生活水

準が悪化するという状況になってしまったわけです。その結果、農村に戻ろう

という、 U ターン現魚が起こってきたわけです。前の発表者がマレーシアのU 

ターン現象をお話になりましたが、同じことが日本でも起こったわけです。 

戦後以来、現在におきましても、わが国は同じような人口政策をもっており、 
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これは家族計画政策とは違います．戦後、人工妊娠中絶が非常に増え、母体あ

るいは子供の健康というものに政府は憂慮を示し始めました．そして、政府は

中絶を避けたいという認識から政策を取り入れてきたわけです。岡崎先生がレ

ポートの中で結論を述べているように、 日本の経験から教訓が得られるのでは

ないでしょうか．アジアの多くの諸国では、人口転換はいまちょうど始まった

ばかりであり、 日本よりはおくれた時点で始まったわけですが、 この人口転換

に関しては、西洋諸国から学ぶところも多いのではないでしょうか．つまりあ

とから人口転換を行うところは、非常にその転換の速度が速い、 そして非常に

大きな度合いで行われると言われています．人口転換が非常に速い速度で行わ

れるということから、社会経済的な影響というものも、モの急速な人口転換に

みあうような形に調節していかなくてはならないというのが、私の 1つの提案

です。モれに加え、 どんな人口政策であれ、やはり総合的な開発計画に基づい

たものでなくてはならないと思います．それは総合開発計画の一環として人口

政策も取り上げ、 そして実施していかなくてはならないということです。 

次に、人口政策は家族計画だけではないということです．人口政策は、家族

計画を実行して人口を抑制していくだけではなく、やはり生活水準を上げてい

くということもあるわけです．つまり言葉を変えて言えば、人々の生活の質を

高めていくということが最終的な目標になるわけで、 これを考慮する必要があ

るかと思います。これが私の結論です。 

レポートで原先生が述べている内容は、文化的な農業政策と人口政策とのか

かわりについてです。ただこれはあくまで日本の経験であり、農業開発と近代

アジ 7諸国の関連性ということでお読みいただきたいと思いますが、 この中で、 

日本の経験には 2 つの側面があり、 1つはプラスの面、 それから 1つはマイナ

スの面があると言っております。ですからこのプラスの面とマイナスの面があ

るということを注意として喚起しているわけです。有利な点と不利な点があっ

たということを考慮して農業政策と人口政策の関連を考えるべきだと原先生も

言っているわけですし、私も合意するところであります。 

このレポートの中で原先生が指摘している内容に、最初の教訓として、近代 
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日本が新しい農業技術を発展させようとし、そして日本の自然社会経済状況に

合わせるような発展を試みたと。日本の政府は努力して農業技術を発展させよ

うとしたものの、 これは西洋からの直接的な技術導入であり、失敗してしまい

ました。明泊時代、 1 00 年以上も前のことですが、 その時に失敗したあと、 

日本に合ったものを導入しようとしました．やはりそれぞれ国の独自の自然状

況、社会状況、経済状況に合ったものでなくてはならないと。人口密度が過密

になっているとか、 さまざまな条件を考慮するという必要性が非常に大きいと

思います。これにより、均衡性と成長を同時に達成することができると思いま

す。 次に第 2 次大戦後日本では士地改革が行われ、農村地域においては土地

所有の問題は解決されたわけです．アジア諸国では今、土地改革政策をいろい

ろ計画しているようですが、実際にこういった土地改革を実施する際には、 な

かなか満足のいく形で行われないのが実情であります。政治的に言いましても、 

土地改革を実施するのは非常に難しいということを述べています。農地改革を

行う際には、平等と成長のために行うというのが日本の経験であります． 

それから最後に、やはり非常に重要な点としては、 日本のサクセスストーリ 

ーはやはり常に技術を見つけようとしたことから行われ、また政策の枠組みや

機関を設定することにより、当初の状況を設定し、 そして国際的な経済環境の

中にあった形で条件設定することによって生まれたわけです．継統的に努力し、 

適切な技術を導入し、そして政策を試行錯誤的に設定していったことから生ま

れたわけです。 日本の成功物語の裏には、 こういったことがあったことを考慮

していただきたいわけです． 

日本の経験から学ぶもう1つの大きな教訓としては、やはり独自の国がモれ

ぞれ自国の条件にあった戦略を立てる必要があるということで、 これが原先生

の言いたかったことであるかとも思います。 

ですから人口転換と経済的な発展に関しては、人口動態、これは出生率、死

亡率、あるいは自然増加率を含めて考えますが、明治維新から人口動態が 12 

0 年の聞に、いろいろ変わっていますが、やはり人口の変化と経済発展の関係

に着目する必要がありましょう． 
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日本では 1 947 年から49 年の戦後 3 年間ベビープームが統きました．年

間の出生数は、毎年 270 万確保されたわけです．それが 3 年間続いたわけで

すが、次の年には 1 00 万人以下にまで下がってきました。 1 0 年以内に出生

率が急激に下がってきたわけです．これがどういう社会経済的な意味をもつの

か、 ということに着目してほしいと思います． 

たとえば 1960年から70 年にかけ非常に高い経済成長率が確保されまし

た。東京、大阪に多くの企業が参入し、 そしてこういった企業が若い人口、労

働力を希望したわけです。新しく雇用が行われ、 とくに若い層の雇用が行われ

ました。こういった若い人達は 1 5 とか 1 6 歳という、ベビーブーム期に生ま

れた人たちでした．そして 1 947 年から49 年のベビーブームから 1 5 年後、 

彼らは労働力となって労働人口を形成するにいたったわけです。ですから労働

力人口の需要にきちんとあてはまった形になったわけです．これは経済発展を

理解する上でも重要な点です。 

ただもう 1つ違う観点から見ていただきたいと思います．モれは出生率が非

常に急激に下がったために、将来の年齢層のうち高齢者の構成率が大きくなる

わけです．ですからベビーブームの人口によって労働力の需要が満たされたも

のの、 それが変わってくることになったわけで、 その変化によりもう 1つの点

が生じてくるわけです。非常に低い従属人口率になってきたということです． 

70 年代には出生率が 34 脇から 17陥にまで下がることによって従属人口率

が 70 から 45 まで下がってきました.25下がったわけです．これは社会に

とっても大変によいことであり、 また、家族にとっても大変よいことです．従

属人口率の低下は出産の軽減であると同時に、経済の活動にとっても、社会経

済開発のためにも大変よかったわけです。 

しかしまた別の問題が出てまいりました．いかに高齢化の問題に対処するか

という問題です。さきほども申し上げましたように、高齢化があまりにも急速

に進んでいます。私どもはきちんと政策を立てなくてはならない段階にきてい

ます。やはり人口政策の 1側面として、年齢構成の変化に対応していかなけれ

ばならなくなってまいりました。私が申し上げたいことは、 日本は人口構成の 
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変化が非常に大きかった。普通は人口構成の変化は緩慢なのですが、 マレーシ

アでもまたアジアの他の国でも、人口構造の変化があまりにも急激に進んでい

るということです。これが社会経済に与える大きな影響を考えなければいけな

いし、人口構成の変化を人口政策に反映しなければいけないということです。 



アジア諸国の人ロと農業政策 ゲイル・ネス 

私は、 これからアジアにおける人口と農業政策についてお話をするわけです

が、 これは非常に幅広いトピックです。一般化して話すことは非常に難しいの

ですが、ある程度の一般化を行うことにより、重要な局面というものがいくつ

か浮かび上がってくると思いますので、今までの政策の変遷について、 とくに

アジアにおける人口と農業政策の変遷というものをお話したいと思います。 

まず最初にどのようなことが今まで行われてきたか、モしてこれから何をし

なければいけないかということがあります．これは非常にシンプルなことで、 

まず過去 40 年間の間に人口と農業政策についてどのような政策が行われたか

ということを考えていただきたいと思います。アジアの指導者たちがどのよう

な役割をその中で果したかということです．アジアのリーダーツップは、今日

において重要なだけではなく、過去40 年間のなかで合理的かつ人道的な農業

政策をもたらすにあたって非常に重要でした。これまでに行われたいろいろな

変革は、ただ問題解決につながったのではなく、逆に新たな問題をさまざまに

生み出してきました．国内、 そして国際的なスケールで、解決しなければなら

ないいろいろな問題点が出てきたわけです．まず 1945年、第 2 次世界大戦

直後、世界にはそれまで戦争に使われていた大きな力がこれから平和のために

使われるのではないかという期待があったわけです．つまり、戦争が原因と考

えられていた貧困や病気なども、 これでなくなるのではないかと期待されてい

たのです。 しかし実際にはこの期待はその後の 20 年間に幻滅に終わりました。 

マルサスの予言どおり、飢餓は永遠に統くのではないかという考え方が現れ、 

しかもそれが非常に現実的なものと考えられたわけです。 1 968 年、 スタン

フォード大学のポール・アーリックの 『人口爆発』 により、非常に悪い前兆と

いうものが出てきたわけです。農業や人口政策は問題解決ではなく、むしろ状

況を悪化させた元凶と見られることもありました． 

まず農業政策についてお話します．いろいろな国において経済近代化のため

の政策が 1 945 年から55 年の間にとられてきました．この政策は重工業に 
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非常に重点をおいたものになり、その結果都市化を促進し、農村部を無視する

ような形の政策がとられたわけです。アジアのリーダーや西洋諸国のディベロ

ッパーも同じような考え方をもっていました。それまでの植民地主義の中にあ

った各種貧困の問題を解決しなければならない、そしてモのために必要なのは

重工業であるという考え方があったわけです．モのために都市化への偏重が現

れてきました。第三世界においては、農業は非常に重要な大きな産業であり、 

またモれに関わる人ロが非常に多かったにもかかわらず、政策はモの農業を無

視するということになってしまったわけです．というより、政策は農業を無視

するどころか、むしろ積極的に悪化させるようなこともあったわけです．政府

は都市部人口のために、農業製品の価格を低く抑えたわけです． 

このような農業製品価格の低下はまた余剰生産製品を生み出そうという農民

の意欲も失わせる結果になってしまいました．いろいろな政府機関、国際機関

などが行動レ政策がとられましたが、 これは傷口に塩をぬるようなものであり、 

この政策の中では、農民に近代的な価値観をもたせるためには、引きずり出し、 

おしりをけっとばして悲鳴を上げさせなければならないとまで考えられていた

わけです。都市部に偏った価値観をもった計画者達には、農民達にも新しい技

衛、投資モしてインセンティプなどが必要であるということは、わからなかっ

たわけです。実際に変化が必要なのは、都市部に基盤をもつ計画者だったとい

えましょう。幸運なことに 1 960年代にこのような政策は変化を始めました． 

そしてその変化の力は急速に高まってきたのです．そのため農民達には、 もの

を作ろうというインセンティプを新たに与えることになりました．まだ昔なが

らの政策も残ってはいましたが、それは非常に少ないものになったわけです。 

新しい技術の結果生産効率が高まったものの一例として米があります。中国

と国際稲研究所が同じような発見を同時にしたわけですが、 これは農業がどう

いう技術を必要としていたかということの証明でもありました。モしてモの結

果として、新しい多額の投資が水の管理や道路整備に使われることになりまし

た。その政策の中で、製品価格の援助、そして補助金などが新しい肥料、除草

剤、殺虫剤の購入に支出できるようになったわけです。また、質の高い作業が 
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可能になったことにより農民達の働く意欲も高まったのです． 

このような政策は、いろいろなところで見られました． 1 950年代に米の

生産量は 1億 5 千万トンになりました．生産効率は大変高まってきましたが、 

これは新しい技術やィンフラストラクチャーー、の投資が行われた結果です。こ

のような政策の結果は、大きな面でも見られますし、 さまざまなもっと細かい

部分でも見ることができます。 

1年程前発見された、 インドネシアのある村の 30 年間の軌跡を眺めたもの

によると、 この村では、かつて学校はなく、仕事はなく、保健所もありません

でした． しかもモれを改善しようという希望もほとんどなかったわけです。 し

かしながらこの村の 1 980年の稲の様子を見ると、非常に状況は変わってい

たわけです．米の自給がなりたつようになっており、村には米の不足はありま

せんでした．すでに労働力もあり、特別の技衛、小学校、保健所、そして交通

機関の整備などが行われていました。また村の子供達はもっと大きな町の中学

にまで進むことができるように、非常によい方向に向かっていました。農業政

策の変化がこのような影響をもたらすといういい例ではないかと思います．人

口政策と比較して、農業政策にはこのようないい結果が見られるわけです。過

去の 2 千年の間に、農業はアジアに対して豊かさと人口密度の高さをもたらし

ました。さまざまな投資、援助、モして農民達の声を聞き、かつ彼らを参加さ

せるということが、政策の変化のためには何よりも必要なのです． 

日本の明治時期の農業の状況を見ると、 まさに今私が申し上げたようなこと

が起きているのではないでしょうか． 19 世紀の末、 日本の政策は農業の方を

向いていたわけです．劇的な変化がその後起こり、 それについてはまたお話し

たいと思いますが、死亡率と出生率が高かったために人ロの伸びは比較的低く

抑えられてきましたが、成長への可能性は非常に大きかったわけです． 

新しい医療技術や保健技術が戦争中に開発されました．こういう技衛は貧困

の中に住む人々の参加をそれほど必要としなくても達成可能なものでした．モ

してその結果として、死亡率が低くなり、 そして人ロが大幅に増えてきたわけ

です。その結果としてマクロ的なレベルでさまざまな影響が出てきました．環 
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境悪化もその 1つになってきたわけです． 

50 年代に非常に人口増加が高まり、いろんな影響が生じたということは十

分わかっていますが、当時、人口増加の速度がどの程度かということはわかっ

ていませんでした． インドは 1 950年代、最初の 5 カ年計画において、人口

増加率は 1. 25％と予想したのですが、 1 966 年になり 2 ％以上の人口増

加だったということがわかりました。ですから 50 年代における人口増加は過

去からの継統であるといえます。これにより計画の変更が非常に大きなものに

ならざるを得ませんでした。政府は常に人間が資源だと考えがちです。これは

非常に正しい見解だと思います。が、人間の量と人間の質により大きな違いが

あるため、質が高いから量が多いあるいは量が多いから質が高いとは言えませ

ん．人々に税金をかけさらに戦争に送るためには国民は多い方がいいというの

が人口増加を望む 1つの根拠でしたが、 この考え方は現在変わりつつあります◆

代わって、人口増加率に何らかの対処をしなくてはならないという考えが出て

きました。 

ここで着目すべきは， こういった政策の転換がどう達成されたのか、 そして

これによってどういう影響が出てきたのかということです。第 2 次大戦後、 イ

ンド政府は人口増加を出生率を抑えるということによって達成することを発表

しました。これにいくつかのアジア諸国も追従したものの、ただ全体的な変化

はなかなかもたらせませんでした。こういった政策に対してかなりの抵抗があ

ったわけです．これを推し進められなかったというのは非常に残念なのですが、 

1例をあげると、 インドのFAO のディ レクターが人口問題を FAOの管轄下

で管理しようとし、モの結果職を追放されるということがありました。という

のは、西洋諸国がこの新しい政策に反対したからです．当時のアメ リカのアイ

ゼンハウアー大統領が 1958年に、人口問題は個人の問題であり、政府は介

入すべきではないという立場をとったのです。ですからアジアのリーダーはよ

り理性的なそして人間的な人口政策をどうやって策定したらよいのかというこ

とで悩んだと思います。先日、国連人口賞を受賞した加藤シヅェさんが、 この

政策の改革を行いました。加藤シヅェさんは、 日本のマーガレッ ト・サンガー 
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として知られた人で、受胎調整の普及活動で投獄されたこともあります．彼女

は日本においてより理性的かつ人間的な人口政策のために尽力しました．アジ 

アの諸国がそれぞれの地域において、 モれぞれ独自に人口問題に立ち向かおう 

としたわけです。 1 986 年、国連に「世界人口宜言」 が提出されました．以

来、国連の人口関係機関、基金は人口政策の変更を効果的に推し進めて今日に

至っております。 とくに S i 人のアジアの主導者、 ラファェル・サラス UNF 

PA初代事務局長を忘れるわけにはいきません。世界全体に向かい、 より人間

的、 より理性的な人口政策を進めるために非常に大きな貫献をしてくれた人で

す。サラスさんには心から敬意を払いたいと思います。以後、世界中の指導者

がモれぞれ自国の文化的、宗教的な価値に基づき、または国の政治的な現実、 

状況に合わせて独自の人口政策を打ちたてられるようになってきたわけです． 

いずれーにしましても、いろいろな避妊技衛も開発され、世界的にはより小さ

な家族という方向に進んできたわけです。もちろん家族計画が総体的にどうい

う影響を与えるかということについては、いろいろと論議があります。 しかし

現に中国やタイにおいては、出生率は非常に下がっています．こういった出生

率の低下は人口政策が国民に対して、 とくに農村の貧しい母子に対して各種サ 

ービスを提供するという政策の一環と L て行われた結果といえます．こういっ

た人口政策の変換にアジ7の主導者が主導的な役割を果たしたということが重

要だと思います．そしてアジアだけでなく、全世界にこの人口政策の変化が与

えた影響を考えるべきでしょう。 

ここで申し上げたいのは、太平洋の時代とか太平洋の世紀と言われている次

の 21世紀には、 さらに継統してアジアの主導者の役割がますます重要になっ

てくるのではないのではないかということです。 2 つの点からこれを述べてみ

たいと思います。 

まず第 1には、過去の政策を延長するということ、第 2 には、新しい政策を

確立するということ。まず第 1の過去の政策の延長ということですが、 とくに

農業政策、人口政策は、 これまで政策の転換によって行われてきたわけです。 

政策の転換により、従来では振り向かれなかった農村の人達をも含むようにし 
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てきたわけです。これはやはり延長すべきでしょう．農業、 あるいは人口分野

において新しい技術を導入し、そして農業者や家族の参加を深めていくべきで

しょう．そのためにはやはり費用の効率的な運用が必要です．そうしますと、 

人々をトレーニングしなくてはなりません．いろいろなレベルで、効率的な運

用が行われなくてはなりません．過去投資が成功した、あるいは研究開発が成

功したかどうかということによって、何らかのガイ ドラインができるのではな

いかと思います。これが新しい部門へ過去の政策を延長させるということです． 

だからと言って、アジアでうまくいった政策をモの他の第三世界へそのまま

もって行けばいいということではありません．たとえばアフリカは現在こうい

った政策を必要としております．その時に、アジアの諸国はこのプログラムを

国際技衛協力としてアフリカに合うような形で提供できるのではないかという

ことです。これは今まで総合的な形でしか行われていなかったのですが、 もっ

とより統一的な協力態勢でアフリカ諸国に人口政策的な技術提供もできるわけ

です．アジアの農業開発のパターン等をあてはめることにより、基本的に西洋

とは違うアフリカの農業と開発に寄与できるんではないかと思います。また、 

今まで 20 世紀においてはアジアの農業開発の方法は、人間の生産性よりも土

地の生産性に重点をおいてきました．これも西洋とアジアの違う点なので、 こ

の点をさらに広めていけるのではないかと思います． 

それから 2 番目の点、新しい政策の確立ですが、 これはもう少し難しい複雑

な問題を扱っています．人口問題と農業政策は、これまで別個のものとして考

えられてきました．ですから新しい避妊技術を導入するとか、あるいは農業改

革を行うことも、 まったく別個に考えられてきたわけです． しかし今後はやは

り農業政策と人口問題を包括的に考える必要があるのではないかと思います。 

さもないと、人口問題および農業問題の包括的な解決は見られないと思うわけ

です． 

なぜこの 2 つの問題が相互に関逮レているかという例をいくつか申し上げた

いと思います。この例をお話しすることによって、なぜ人口問題と農業問題 2 

つの政策を今後包括的にしなくてはならないのかということもおわかりになっ 
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ていただけると思います。農業において穀物や、作物の新種を採用する、ある

いはいろいろな農薬や薬品を使うということにより、生産性を上げることはで

きます．ただその農薬が、人間の健康を害するということも発生してきます． 

ですから、農薬を使うことによって得られる短期的な農業生産性の向上を長期

的な人間の健康への害とどうやって相殺していくのか、そのへんの相関関係を

考えないと政策決定はできないのではないでしょうか．双方を満足させるよう

な政策を設定することは、非常に難しいわけです．農薬の使用についても、農

業側に立つ人と保健側に立つ人とでは立場が違います．農薬の使用が広がり危

険が高まっていくのをどうやって抑制していくか．いろいろな多国籍企業が農

業分野に大企業として参入してきますが、そういう企業が農薬を使うのをどう

やって防ぐか、人間への害をどう抑えていくのかということが健康の面での政

策として重要になってきています． インドネシアは現在 57 種類の農薬を禁止

していますが、その他のアジア諸国でもモういった農薬の禁止を実施していま

す．これはェスキャップとかUNEP（国連環境計画）といったところがリー 

ダーシップをとって行っています．こういうことが、やはりバランスのとれた

成長を確保するために必要なのです。 

次に、人ロが急激に増加することにより燃料、あるいは木材の枯渇が生じて

きます．北ィンドや南ネパールなどでは、木材の枯渇の問題が非常に困難な状

況にまでなっています． とくに燃料が非常に不足しており、今まで肥料に使っ

ていた肥やしなどを燃やしてしまう結果、農業そのものの生産も下降するとい

う状況が生じています．中央アメリカやアフリ力でも急激な木材の枯渇等の問

題が起っており、それに対しての解決は見つかっていません． 

たとえ出生率が低下したとしても、やはり燃料資源に対する圧力は依然とし

て統いているわけで、 これからは地域の実情に即した森林政策が求められてい

ます。地域住民の共同管理による共有林なども 1つの例として大切ではないで

しょうか。 



セ 、ソ, シ／ ー ンノ H (2 月 30 日午前 10:0 0～午後 5:30) 



カント リーレポー ト・イ ン ド 

AFPPD の事務局長ミッタール氏は、 今回の会議に出席を希望していたの

ですが、 ドクタース トップがかかり、出席することができませんでした．ただ、 

健康を相当回復し、毎日忙しく過こ’されております。 ミッタールさんから皆様

方に是非よろしくということで、 またこの会議の成功をお祈りをしているとい

う言葉をちょうだいしてまいりました。 

人ロの抑制に関する限り、 インドは大変長い歴史を有しています。 しかしイ

ンド人ロは急速に増加しております。 1 947 年、 ィンドの人口は 3 億 4 千万

でしたが、 51年には 3 億 6 千万、 61年には 4 億 3 千 9 百万、 71年には 5 

億 4 千 8 百万、 そして、 8 1年には 6 億 8 千 5 百万にまで増えています。これ

は国勢調査によって見たものですが、 35 年間に人口が 2 倍になったことがわ

かります．人口の増加が大変に大きな問題になっており、 インド政府は 1 95 

1年に家族計画プログラムを導入いたしました．そして、 60 年代、 70 年代

を通じて家族計画サービスを導入し、 それをさらに地域社会を中心としたサー 

ビスへと展開してきております。 インドは広大な国であり、世界人口の 1 5% 

がインドに住んでいます．最近の数字によると、 87 年の人口は 7 億 7 千 6 百

万ぐらい、 またあくまでも推定ですが、 1千 5 百万人が毎年増えています。 

家族計画福祉プログラムを導入したということを、 さきほど申し上げました。 

これは最初は説得をしようというかたちで始まりました．私共はS i 夫婦当た

り 2 人の子供を基準にしようというスローガンを掲げたわけです。すなわち、 

小さな家族というメッセージを一般の人達に出し、説得と動機づけを行ったわ

けです。 

家族計画福祉プログラムは最初は民間で、国民運動のようなかたちで行って

きました。 しかしながら、 この家族計画、 また家族の福祉について教育を行っ

ていく ときには、小さな家族はどういう便益があるかということを知らせなけ

ればなりません。そして、 なぜ小さな家族は国のためにいいかということを知

らせなければなりません．そのため一般大衆の教育を始めまレた。たとえばマ 
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メディア、テレビなどを使って、いろいろな宜伝を行ったわけです．それだけ

ではありません．列車広告も出しました。また、NGO からもいろいろな援助

をもらいました．また、国会議員もその選挙区において大衆教育を行いました． 

その結果、 そうとうの成果を上げることができました。一般国民は、 なるべく

二人の家族ということを考えるようになったわけです。私共の愛する若きガン

ジー首相も、 この家族計画福祉プログラムを大変に推奨しており、いろいろな

州において開発プログラムと人口問題と結びつけて考えています． 

私の州においても、 この子供は 2 人の基準に従う人達に対しては優遇措置を

行っております。また、家族計画サービスの質を高めるということを目的に、 

専門家で構成された技術委員会を設置しています。また、特別の運動、たとえ

ば免疫プログラムを導入しています。85 年から 86 年の間に、 この免疫プロ

グラムは 1 22 の地域をカバーしています． 

このように、 きちんと したシステムサービスを導入することにより、成果を

上げているわけですが、国会議員も自分の選挙区に行くと、家族計画のための

教育を行っています．つまり大衆教育です．たとえば、家族の福祉に関する教

育です。家族計画プログラムを導入するとどういう利点がありますよというよ

うな家族教育を行っているわけです。このように、家族計画福祉部及び州政府、 

連邦政府、 そして私共のような国会議員、 ミッタールさんの属す組織、 そして

ラジプ・ガンジー首相の積極的な努力と、 こぞってこの人口抑制の問題に取り

組んでおります。 

人ロの約 80 ％が農村地域に住んでいます．そして、 そのほとんどが貧困階

級なため、やはりこのような家族福祉が大変大事であり、 これらの努力により

所定の成果を上げることを目標としています。 



カン ト リーレポー ト・オース トラリア 	プルース・グッ ドラック 

20 世紀に入り、世界各地で発生している無秩序な人口の急増は、貧困をひ

き起こし、世界の平和を脅かす不安材料となっているという事実が浮び上がっ

てきております。世界各地で頻繁に発生している暴動は貧困と明らかに結びつ

いており、稀少な資源を巡って多くの人々が競合しています．もしこのような

状況を是正するための適切な行動がとられないとするならば、近年の不安定な

政治指導者の政見発表が継統され、 さらにこうした事態が蔓延するでしょう． 

しかしながら、貧困の主な原因を過剰人ロのみに帰することは短絡的なこと

です。このような考えを持つならば、人口のコントロールのみで貧困が一掃さ

れると信じることと同じです。この種の論法は貧困の本質を誤解し、貧困を除

去する手段をあやまることにつながります。このため、国際協力の精神にのっ

とり諸問題を検討することが必要です。 

人口問題は、状況に応じて、 また国に応じて、多様です。人口問題に直面し

ている開発途上国のみならず、高齢化、人口減少、労働力不足のような人口関

連要因を通して、先進国もまた異なった人口問題を抱えています．人口増加率

が人ロの置き換え水準を維持するために必要とされる増加率を下回り、人ロが

低下しはじめている諸国もあります．これらの諸国では、出生率を上昇させる

という逆の政策がとられています． 

これとは別に、開発途上国では、先例のない出生率低下が生じているという

事実があります。急速な人口増加は近代史を通して観察される現象であり、出

生率の低下傾向はこの何世紀もの間継統していた人口パターンの収東を意味し

ています。 

この出生率傾向における逆転現魚の重要性は、世界総人口の趨勢に関わって 

います。人口が 1 0 億から倍の 20 億になるまで、 1 800年から 1 930 年

に至るまでの 130年間を要しました． しかし、ふたたび人ロが 2 倍の 40 億 

になるまでは、わずか 45 年しかたっていません。 しかし、次に人口が倍にな

る年までには、人口増加率が低下傾向を示していることもあって、 40 年ぐら 
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いかかるでしょう。 

この急速な出生率の逆転傾向については議論の余地があります．家族計画、 

女子教育、医療へのアクセス、乳児死亡率の継統的低下等の諸要因がすべて関

連をしています． 

生活の質的向上は開発途上国における出生率低下に欠くことのできないこと

です． しかし、出生率の逆転傾向が世界の人口史における新しい時代の始まり

を示している一方で、諸国間および地域間における人口低下が均質的でないと

いうことに注意しなくてはなりません。出生率低下は重要なことではあります

が、わずかな人口成長でさえも、 2000年までには、雇用、ベイシック・ニ 

ーズ、世界的システムの収容力に関連する諸問題が増大するという事実には注

意が向けられていません。2000年までに、多くの諸国では、現在の人口の 

3 倍以上の人口規模に対処しなくてはならないでしょう． 1 950年には全世

界で 25 億にすぎなかった人口は、 この時までに、中国とインドの人口だけで、 

20 億近くに達するでしょう。 

各国政府は、 これらの諸問題を予想し、近い将来における地球資源利用増加

の要請を、政策決定と将来計画を考慮にいれた形で保証しなくてはなりません． 

雇用機会を創設し、食糧生産の分野における新しいアプローチを追求し、医療、 

教育の適切なアクセスを提供し、都市の人口増加のコントロールを含めた人口

移動政策を展開する手段を構築する必要があるでしょう． 

開発途上諸国において人口の 3 分の 1が都市に居住しているのと比較し、先

進諸国では人口の 3 分の 2 は都市に居住しています．この都市化の進展は、 さ

らに加速化されると予想されています。国家政策および計画には、 とくに交通、 

住宅の分野において人口過密都市の対策が導入されることになるでしょう。 

開発途上国に住む人々は出生率低下を成功させるための意議と責務を示して

きました。人口増加の予想からみると、今やかつてほどの危機感はなく、人口

問題はすでに過去のことであると信じる人さえでてきています． 

しかしながら、出生率の低下にもかかわらず、人口は依然として緊急の課題

です。政府が国際協力という方法で、これからの貧困な世代の問題を解決する 
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ための行動をするという公約に従って、各問題に応じた対応をすることが肝要

であります。 

オース トラリアは 1 987-88年のODAとして 1 0 億 800万ドルを拠

出します．これは 1 986-87年度と比較し 3％の増加です。 

1987-88年の予算枠においては、 政府全体の消費抑制が優先されてい

ます。いうまでもないことですが、近年ォーストラリアの経済成長を鈍化させ

ている対外収支に関する多難な経済事情にもかかわらず、政府はより富裕な国

は、国際的開発を援助する共同責任を分担することを確認しています。今年度

のオーストラリア外国援助の 1 0 億ドルを越える支出は、国際開発援助を支持

していくという政府の公約を反映したものです． 

オーストラリア援助計画の主な目的は、特に近隣の開発途上国の経済社会開

発を促進することです。 しかしながら、オーストラリアの援助計画は同時に、 

自国の政治経済利益をもとに構築されています．オーストラリアの外交政策と

誠意は援助国としての我々の地位を高めています。 さらに、公正であることと

実効性を持っていることを基本とし、 オーストラリ7工業が援助計画に加わっ

ていくことは意味があります。換言すれば、政府は人道主義と政治経済利益の

均衡を保った援助計画を実施しています。 

1987-88年のODAは、 昨年の実質支出を 3200万ドル上回るでし

ょう．なぜならば、 オーストラリア経済の成長率は援助支出増加率を上回って

おり、 1987-88年のGNPに対する援助支出比率は 0. 36％であり、 

昨年の 0. 38％を下回っています。このオーストラリアの対GNP援助比率

はOECDの開発援助委員会（DAC）のメンバーである西欧援助諸国とほぼ

同じです。 

今回の会計年度当初のオーストラリア援助情報の発表は、 オーストラリア援

助計画内で国別計画に重点が置かれていることを反映しています．過去におい

ては、援助計画の重要な部分ー例えば私費学生助成ーは各国ベースに組み入れ

られてはいませんでした。このアプローチの中心は、援助予算内の国家計画で

ありグローバル計画です．これらの計画は様々な援助形態を構成し、 それぞれ 
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は 2 国間および多国聞援助のチャンネルを使っています。 

今年度の全予算をみると、実質でみて大部分の国別計画予算は増加していま

す。パプア・ニューギニアは主なオーストラリア援助の受取国です．近年、 オ 

ーストラリアの対パプア・ニューギニア援助額は減少傾向を示していますが、 

国際水準からいえば、パプア・ニューギニア国民 1人当たり 90 ドルにのぼる

援助額は高水準でありましょう．その他の南太平洋諸国援助も若干低下傾向に

あります。 

東南アジアにおいては、国別計画は 1 986-87年に 1 3 ％増加していま

す。 インドネシア・タイ・フィ リピン・インドシナにおける計画は実質で増加

するでしょう． 

アフリカにおける近年の開発速度は鈍化しています．この状況に鑑みて、南

アフリカにおける新 3 カ年ォーストラリア援助計画が発足し、 1 987-88 

年度として 1 500 万ドルを支出する予定です．同計画では、 オーストラリア

が重点を置いているインド洋諸国計画援助の実質増加、および中国、 ビルマ援

助の実質増加も提示されています． 

昨年度の多国間援助の低下と比較し、 1 987-88年度のグローバル計画

支出は実質で増加をしています。国逮機関への貢献は 1987-88年度を除

き低下傾向にありますが、これは、先に示したオーストラリア援助計画の支出

の増加（全支出の 60 ％以上）によるものです． 

1987-88年度の国連機関援助の増加は、UNDP およびUNICEF 

へのボランタリー計画への拠出計画によるものです．次年度には援助計画の中

でもコミュニティー‘ベースの援助役割をもつNGO援助を 50 ％増加する予

定です。 

ここ数年間に、 オーストラリア国際開発援助局（AIDAB) ー前身は AD 

AB ーは援助機関の組織編成、経営方法についての実質的改善を行ってきまし

た。オーストラリア政府はこの再編が今後の援助の質的向上につながることを

期待しています。 

1975年までの 25 年間に、世界人口は 25 億から40 億に増加レ、 20 
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00 年までには 52 億に達します．全人口の 5 分の 4 は開発途上国に居住し、 

さらに大半は貧困状態におかれています．アジア諸国の方々に、 2000年ま

でには人ロがほぼ静止状態に達し、年間出生数が 1 0 万人というオーストラリ

アの状況をみていただきたいと思います。 

世界人ロの 5 分の 4 が開発途上国に居住し、 しかもその大半が貧困世帯であ

ることを考えると、人口増加の意味は異なってきます。開発途上国では、今世

紀末までに、 さらに 8 億人の雇用機会を創出する必要があります．オーストラ

リアにおける失業率は高いけれども、開発途上国における雇用機会の創出を考

えるとき、 これは由々しき問題であると思います。アフリカ諸国における絶対

的な貧困の事実を知ったとき、我々ができることは何かを問われております。 

たとえ、我々の援助が届いたとしても、食糧不足、また働く機会がないままに

死んでいく人々がいます． 

1人当たりの消費水準が開発途上国と比較してはるかに高い先進諸国では、 

環境汚染、公害が起きています。このことは、世界規模の資源枯渇につながっ

ています．人口が増加することは、 より多くの食糧をはじめとする資源が必要

になることを意味しています。平等化に反して、事態は急速に悪化しています。 

我々に何ができるでしょうか．オーストラリア国民の大部分はまず自分自身の

問題を解決せよといいます．確かになぜ他の人々を助けるのかという疑問が投

げ掛けられるでしょうが、 この問題はあまりにも脅威的であり、 しかも密接な

問題となってきており、議論の必要とされるところでしょう。 

国会議員は、多くの機会に恵まれ、世界人口について語ることができます。 

もし我々が語らないのならば、いつか、 こうした諸国の一国が 『オーストラリ

アは十分すぎるほど多くのものを持っている．少し我々に下さい。』 というか

もしれません。この考えもまた恐るべきことです。我々に統くことのできる他

の諸国もあるでしょう。彼らはこういうかもしれません。 『もし貴国が我々に

与えないならば、実力行使に訴えます。』 我々は常に我々以上に経済的困難に

陥っている多くの国があることを心にとめておかなくてはなりません。彼らは

我々の援助と関心を必要としており、時には我々はモれを与えるべきなのです。 
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カント リーレポー ト‘中国 	江 天 水 

ご参会の皆様、私のレポートはすでにお渡ししておりますので、 ここでは主

な点のみお話したいと思います。中国の人口は 1 0 億以上で、 しかもそのほと

んどが農村地帯に住んでおります。人口増加を抑制するため、中国は全国を力

バーする家族計画プログラムを導入し、 とくに農村における家族計画を強調し

ています． とくに農村での改革に力を注いでいるのは、伝統的に子供が多けれ

ばそれだけ恵まれているという考え方があったからです。 しかし、 1 979年

以来、農村の改革を始め農業生産責任制、請負制度を導入しました。これは農

業の多様性、経済性を高め、またいろいろな種類の小企業を設立し開発してい

くというものです．そして、農業にたずさわる人の経済活動を十分に引き上げ、 

それと共に家族計画を推進していくことにより農村地域の生活を変えようとい

う試みがなされたわけです． 1950年に家族計画が提案されたわけですが、 

これは世界になかなか受け入れられませんでした．出生を抑制するということ

自体、野放しの状態にあったわけです．家族計画のプログラム導入により、 1 

960 年以来、子供の数をおさえることによって 1人 1人を健康に育てようと

いうことが行われてきました．そして、 1 970年になると、 とくに農村部の

出生率が急激に下がってきました。農村部における家族計画運動の主な点を次

に上げたいと思います． 

農村部では非常に弾力的な形でこの家族計画を運用してきました。とくに、 

1人っ子政策を広範囲におし進めたのがこの農村です．そして、 2 番目の子供

は間をおいてから生む、 あるいは 3 番目、 4 番目の子はなるべく生まないとい

う形で、 1人っ子政策を推進してきたわけです。ただ、少数民族等に関しては

多少の弾力性も適応されました．また、国民教育を非常に推進し、国民が十分

に人口抑制の重要性を理解し、 そして、子供が多ければ多いほどいいというよ

うな考え方を根底から変えていく努力がなされたわけであります．モして、遅

く結婚し、そして遅く生み、そして子供の数を少なくするという考え方を浸透

させてきたわけです．その意味では、家族計画関係のいろいろな組繊あるいは 
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そのスタッフが、 この国民教育を実施しそしてサービスを向上させようとして

きたわけです。 

ベビーブームが 1 950 年代と 1 960 年代に起こりましたが、 ここで、出

生率の変化をいくつか見てみたいと思います．家族計画がかなり浸透していた

ために、出生率は 1 970年以来、かなり急激に落ち込んでおります．ただ都

市部と農村部を見ると、農村部の方が出生率が高かったわけです。具体的な数

字で見てみると、 1960年代、出生率は都市部では 1000人に 30 人、農

村部では 1 000 人に 35 人という数字でした。それが、 1 970年代になる

と、都市部では 1000人に対して 20 人と下がっておりますし、農村では 1 

000 人に 30 人と、やはり下降を見せております。80 年代になるとさらに

下降をたどり、都市部では 1000人に 1 5 人、そして農村部では 1 000 人

に 20 人という数字に落ち込んでおります．またTFR もやはり都市部よりも

農村部の方が高くなっています．現在、都市部においては TFR は置き換え水

準を下回っていますが、農村部では上回っています． しかしいずれにしても、 

家族計画が効を奏したということがおわかりになっていただけるのではないか

と思います．家族計画をいろいろな形で全国レベルで展開してきたため、中国

の人口増加のパターンが変わってきました．具体的には、低い死亡率と高い出

生率、つまり自然増加率が高いというパターンから、低い死亡率と低い出生率、 

つまり自然増加率が低いというパターンに移ってきたわけです。また、 1 97 

0 年代の出生率をもとに計算すると、過去 1 6 年間に 1億 6 千万の出生が回避

されました．なお農村部では、 1人当たりの教育費として中国の貨幣で670 

0 元かかります． したがって、 1億 6 千万件の出生回避があったということで

すから、 その人達が生まれていた場合に比べ、 1兆 72 億元の節約が行われた

ことになります。言いかえれば、 1 6 年間で中国のGNP の 1 7. 7 ％が出生

回避により節約されたということになるわけです．その分、いろいろな工場、 

あるいは建設に対する投資に回すことが可能となり、人々の生活水準も上がっ

てきました． 

では、今後の人口の伸び、 あるいは展開の見通しですが、人口を 1 2 億のレ 
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ベルで横ばいにさせていくには、やはり農村部の人口の増加率を抑えていくこ

とが必要です。理由としてはいくつかありますが、 まず 1つめの理由として、 

農村部だけで 8 億という非常に大きな人ロがいるということがあります。です

から、たとえ出生率が下がったとしても、 8 億という絶対数では非常に大きな

人ロが存在するわけです。毎年の出生数は、今後 10年間は 1 500万人ぐら

いであろうというよ、うに考えられていますが、 これはマレーシアの総人口に匹

敵するわけです。それだけの人口が毎年生まれてくるという状況にあるわけで

す。 

2 番目として、 1 960年代、あるいは 70年代の初めのベビーブーム期に

生まれた人ロが、今度は結婚年齢や出産年齢に達し、新たなベビーブームが来

るということが予想されます。 1 984年に出生率 1 000人当たり 17. 9 

0 だったのが、 1986年には 1000人当たり 21. 94 になっており、増

加の傾向にさえあるわけです． したがって、やはり 1 996年までにベビーブ 

ームの影響を抑えなくてはならないと思います。 

また、 3 番目の原因として、全体の 30 ％ほどの地域にあたる小さな農村に

おいては、毎年 300 万人ほどの出生があり、非常に早いうちに結婚し早く子

供を生むという野放しの状況になっているということがあります． 

では次に、農村の人口移動と、新しい都市化というものについて見てみたい

と思います．中国は農業国家です。総人口の 3 1％が都市人口、 69 ％が農村

人ロという、典型的な農村中心の国です。 1 952年から1 978年の間に農

業人口から非農業人口、つまり農業以外の分野に移った人口は全体の 0. 5% 

であり、非常に少ない数になっています。ですから、かなりの数の人口が非常

に限定された耕作地に制限され、そして農村地にそのままとどまっているとい

う状況になっているわけです。非農業人口への移動が起こりにくかった理由の 

1つには、商品経済開発の欠如があったのではないかと思います．また、 とく

に農村においては教育が十分ではなかったということから、農業人口が非農業

人口へ移るという人口移動が起こらなかったわけです。 1 979年以来、中国

政府は経済の再構築を進めてきました。門戸開放を行い経済を活性化し、改革 
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を推進し、管理システムを再調整し、そしてとくに農村の改革に重点を置いて

きました．さきほど申し上げた生産責任制を採用し、農業従事者の意欲を高め、 

技術移転、あるいは技術情報の格差解消を行い、農業地城における効率性を上

げようとしてきました。これにより、農業人ロからの労働力の供給が増大し、 

過去 9 年間において 8 千万人の人ロが農業人口から非農業人口に移動しており

ます．これは 1. 86％の移動率になり、 1 979年以前の時代に比べ、 もっ

とも高い数字が記録されています． 

また、モの移動の方法としては、農村企業、あるいは地方都市企業といった

ような企業に入っていく形をとっております。 1 986年には、そういった農

村企業、地方都市企業と呼ばれるものが、 1 51 5 万にものぼっております． 

これは 1 978年に比べ 9 倍になっています。モこの生産高も、 950 億ドル

ほどに達し、中国農村地城の生産の47. 7%、また中国全体のGNP の 1 9. 

1％にも達しています．ですから、今後こういった農村や小都市の企業が、 さ

らに 1億ほどの労働力人口を吸収できるというふうに考えております． 

2 番目のパターンとしては、林業や畜産業に移るという現象があります．現

在、 1千万人ほどの人ロが林業や畜産業にたずさわっていますが、中国は林業

資源や畜産資源は豊富です。今世紀の終わりまでには、 さらに林業にたずさわ

る人、畜産業にたずさわる人が増えていくと思われます。 

また、 3 番目のパターンとしては、農村を出て都市あるいは中心地に出てく

るという人があります。これは、都市部におけるビジネスが拡張することで人

口吸引力を高め、労働力が農業を捨てて都市あるいは中心地に出てくるという

ノぐターンです． 

以上のような人口移動の結果、いろいろな変化が出ており、大都市、中都市、 

小都市の人口密度を比べると、 78 年には 1対 1. 5 対 2. 5 だったものが、 

86 年には 1対 1. 8対 4 になっています．また、現在中国には 3500 の小

都市と 54000 の農村小都市がございます．これら小都市で今後さらに 1 億

の人口増加を吸収できる可能性があります。また、都市部の人ロは毎年 5. 2 

％の増加率を示しています。こういった急速な都市化により、中国の非農業部 
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門の人ロは今世紀末には 4 億になると見込まれています。中国は独自の方法で、 

農業部門から非農業部門への人口移動を進めていますが、 これには 3 つの特徴

があります。 Iつは非常に緩慢な移動であり、短期間による急激な移動ではな

いということ。 2 番目は、農村の余剰労働者は、農村の機械化、 あるいは企業

化によって吸収され、 また林業、畜産業、 あるいは漁業、 あるいは第 3 セクタ 

ーの農業地帯における開発によって吸収されているということ。 3 番目として、 

都市部と農村部の協力体制力がとられ、双方をそこなわない形で開発を行って

いるということです。 

中国のように膨大な農業人口を有し経済発展水準は低いという条件を持つ国

にとって、人々の生活水準を高め雇用を確保することは非常に困難です。 しか

しこれらの困難にもかかわらず、人口問題の解決と開発の促進に向けこれから

も努力を統けていくつもりでございます。 



カント リーレポー ト・スリランカ 	R‘アタパト 

スリランカの人ロは 1 600 万人、国土総面積は 656 1 0 平方キロ、 1人

当りの耕地面積は 0. 4 エーカーにすぎません． したがって人口抑制プログラ

ムを少しでも弱めることはできないのです． 

さて統計を見てみると、いくつかの成功が見られます． 1 97 1年の出生率 

30. 1脇が 80 年には 22. 3 陥に低下しています。平均世帯人員数は 4. 

2 人でしたが、現在 2. 8 人にまで低下しております．また、平均結婚年齢も 

23. 5 歳から24 歳まで上がり、死亡率は 7. 7 陥から6. 1陥まで下がっ

てきております．男性の平均寿命は 67 歳、女性 7 1歳です．乳児死亡率は 7 

1年 47 脇が、現在 22. 6 駈まで下がっています．86 年現在、 1. 7 ％の

人口増加率を示しています。さらに、かなり大きな人口移動が見られています。 

1つは、 インド人労働者がインドに帰国したということがあります．また中東

などへの労働移民があります． 

これまでいくつかの成功した人口プログラムがあります． 1つは労働者に対

して行われた不妊手術キャンペーンです．3 年間実施し、 1年間に 6 万人とい

う実績になっております．同じようなインセンティブが出生間隔に対しても行

われております。 とくにほとんどの母親が 24 歳から 30 歳という年齢層であ

ることから、 この不妊手術が大変重要になってきております．ただこの年齢層

に対しては不妊手術だけでなく、 モの他の措置も必要です． 

次に、農業生産ですが、やはり収量を上げなければいけない．単位面積当た

りの収穫量を上げると同時に、農業普及活動も行わなければなりません．また

耕地面積も増やさなければなりません．現在のところ、米は自給できる状態に

あります。 しかし他の発展途上国と同じく、 スリランカは輪出品のほとんどが

穀物に依存しています。ところが現在農産品輪出には多くの制約条件があり、 

必ずしも輪出市場を拡大することができないという悩みをもっています．その

他、 スリランカは現在いろいろな国内的な問題を抱えているため、人口プログ

ラムの実行も難しくなっています．・国内問題が早く解決されることを期待して 
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いる次第です。 

人ロに関する国会議員会議が設立されて以来、人口問題に対して与野党一体

になって活動しています．すなわち国会議員はすべて、 スリランカには家族計

画が必要であると認識し、政治をこえて、政党をこえて活動しております． 



カン ト リーレポー ト・マレーシア 
	

ノ、 

レーシアの人口は 1 500万でアジアの他の大きな国々から比べれば、非

常に少ないといえます．マレーシアは基本的には 2 つの地城から成り立ってお

り、 1 が西マレーシア、つまりマレー半島です．ここに 83 ％の人口が集っ

ています．もう1つの地城が東マレーシアで、 ここにサバ、 サラワクという 2 

つの州があります。そして全人ロの 8 ％から 9%がこの地域に住んでおります． 

人口増加率は、 80 年には 1 3, 9陥。また全人ロの 65 ％が農村地帯、 3 

5%が都市部に住んでいます。マレー半島部の人口増加率は 2. 6 ％で、 ~ , 
、ー． 、ー 

5 年程伸びております。サバが 3. 9%、 サラワクが 2. 7 ％の人口増加率を

見せております。 

近代のマレーシアの半島の人口の歴史は、 2 つの時代に分けることができま

す。 1つが第 2 次世界大戦前までで、 この時代に非常に大きな移民があり、中

国系移民が多数流入してきました。さらにインド系の人も入ってきております。 

こういった多くの移民が入ってきた結果、現在の人口構成は元来のマレー人が 

50%、中国系が約 33%、 インド系が約 1 0%という民族形成になっていま

す。 

それから 1 947 年以来、つまり戦後時代が近代第 2 期となっています。こ

の期間は、 インドネシアなどから移民が入ってきた時代です。こういった多民

族国家であるマレーシアにも、 スリランカの方が今おっしゃったのと同じよう

な問題が思い起こされるわけです。 スリランカ、 インド、 レバノ ン、北アィル

ランド、 さらにアメ リカなど多民族の国はその民族の違いにより、宗教も違い、 

そして社会に緊張が生じ、 またこれが対立関係になり、戦争状熊になるという

ことが見られるわけで、世界の現状としても実際に起っているわけです．モう

いう意味ではマレーシアは幸運だったと思います． と言うのは、マレーシアは

こういった多民族からくる緊張を抑えることができている国だと思うからです． 

1 969 年にクアラルンプルで民族対立が起こったことがありますが、それ以

外はマレーシアは長い期間多民族的な平和国家を確立しております。もちろん 
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多民族ですから、多少の対立はあるかもしれませんが、決して深刻な対立では

ありません。69 年の厳しい民族対立のあと、宗教問題、あるいは民族対立の

問題を公共の場で話すのはやめようと、政治家もこういった問題を扱うのをや

めようという国家的なコンセンサスができ上がりました．それ以来、概して平

和的な国民生活を送ってきたわけです。 

人口の面に関しては、普通死亡率は 1 947 年には 1千人当り 19. 4 でし

たが、 1 979年には 1千人当り 5. 6 となっています．また、乳児死亡率は 

1950年の 1千人当たり 102 が 85 年には 1千人当り 1 7 人に低下してい

ます． 

健康状態も男女共に向上しており、 1985年で男性の平均寿命は 68 歳、 

女性の平均寿命は 72 歳になっています． 

マレー半島の出生率は、 80 年には、 1千人当り 40 人にまで低下していま

す．出生率は民族によっても違いがあり、マレー族は、中国系やィンド系より

も高くなっており、マレー系が 44 、中国系が 30 です．将来的には、土着民

族はだんだん増え、中国系の出生率は下がっていくと思います． 

政府としては人口を増やそうという意向ももっております．マレーシアの総

人口はインドの年間人口増加数ほどしかないわけで、多少今後人口を増やして

もやっていけるという事情があります．もちろん投資、雇用の問題などいろい

ろマイナスはあり、不況につながるということにもなるかと思います。ただこ

の人口増加により、国内市場が払大するというメリットもあります．また、輪

出市場に依存する度合いを少なくできるということもあるかと思います．とく

に輪出市場は、 日本の方もご存じかと思いますが、保護主義によってますます

厳しくなっております。ですから国内市場を大きくするということは、モれ自

体 1つのメリッ トであり、 これは人ロを増加することによって達成できるわけ

です． 

また、今後平均寿命はますます延長するでしょう．現在の平均70 歳が、 2 

I世紀には 75 歳くらいになってくるでしょう．これらを考え合わせると、現

在 1600万の人ロは、今世紀の終りには 2200万人程にふくれ上がると思 
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われます．マレーシアの人口増加は経済成長に対して影響を与えておりません． 

経済成長率は 2. 7 ％から 3 ％程、 1人当りの生産性も 7 1年から 80 年には 

5 ％の伸ぴをしており、生活水準も上がっているわけです． 

マレーシアには経済開発の大きな潜在力があるといえます。人口が少ないと

いうことが 1つ。 2 番目として、天然資源に富んでいるということ。 3 番目と

して、熟練労働力が揃っているということです．マレーシアは国土の半分以上

が森林で、農業開発の可能性がまだ残っているということです。また林業の可

能性も大いに残っています。これは人口増加があっても気にしないということ

ではありません。適格な政策を打ち建てることにより資源の育成等を考えてい

ます。 

もちろん人口増加によるいちばん大きな問題は、失業だと思います．80 年

の 5. 7 ％という失業率が、現在 9 ％にまで上昇しています。この失業率の伸

びは、予想以上のものでした。 99 年には、 1 0 ％位に上昇してしまうのでは

ないかと思います。これは私どもにとり今でも大きな問題ですし、今後も大き

な問題として残ると思います。 

また、国民の要求を満たすという意味では、食料製品あるいは米の生産に力

を注がなくてはなりません．わが国は米が主要穀物であり、やはり土地や資源

をより効率的に使って、生産力を上げようという努力がなされております． 1 

970 年代は米の自給料は 78 ％だったものが、 1 980 年には 92%に上昇

しております． 

国民の健康状態も非常に良くなっており、 1 5 年前程にはマラリ7が年に 3 

0 万件ほどありましたが、集中的に健康施設を広げたために、現在は 1万件程

しかありません．また、ポリオは全くなくなっております． 

1 980 年には 6 歳から 11歳までの学童年齢のうちの 92 ％が小学校に通

っています。また、多民族問題は国際問題でもあり、 1 969年のクアラルン

プールの民族対立以前には、 とくに民族間のバランスがとれない状態にあり、 

とくに中国人が都市部に集まって高い生活力を確保するという状況がありまし

た。 しかしその後、政府が新しい政策をとり、貧困をまずとり除く、そして第 
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2 に経済の不均衡をなくすことを図りました。経済の不均衡を是正するために

都市化を図り、都市化を進めて都市のマレー人を優遇したわけです． 

まず 1つには、農村に近代産業を導入する。 2 番目に新しい都市センターを

設定する。 3 番目に都市化を図るということにより、マレー人の都市部に居住

する割合はここ過去 7 年間、毎年上昇を見せております。 1 970年に経済政

策が開始された時には、都市人口の 27 ％がマレー人だったものが、 80 年に

は都市人口の 33 ％がマレー人となっております。逆に、都市人口に占める中

国系の割合が 1 970 年には 60 ％だったものが、 80 年には 50 ％に落ちて

おります。こういった形で、経済のバランスと民族間のバランスをとるように

しているわけです． 

また、女性の役割も非常に重要です．マレーシアの人ロの約半数は女性、モ

してその女性の 3 分の 1は労働力として労働に従事しています．とくに経済活

動、政治活動に対する女性の参加はますます増えており、 70 年以来その数は

上昇のー一途をたどっています。女性の議字率も 80 年には 47 ％から64 ％に

まで高まっています。また、人口の増加により、人口全体の 83 ％が 44 歳以

下です。ですからマレーシアは非常に若い国であり、若い年齢層から構成され

ている国であります． 60 歳以上が人口の 8%、 そして 74 歳以上の人が 2% 

です。 

しかし現在、ヘルスセンター等をどんどん増やしており、やはり今後の高齢

化の進行に対処していかなくてはならないと思っております。 



カント リーレポー ト・ネパール 	P. B. シャヒ 

ネパールはヒマラヤにあり、 アジア大陸の中でももっとも開発が遅れていま

す．経済開発計画が開始されたのは、 1 965 年からで、 まったくゼロからの

出発でした． 1 985年から 1 990年の第 7 次 5 カ年計画を現在実施中です。 

ネパールの経済は農業が中心で、雇用においても、 GDP においても、輪出に

おいても、 1人当りの所得におきましてもやはり農業中心です．非農業部門は

まだ開発が遅れています。 1 981年の総人口 1500万、年間増加率 2. 7 

％でした．国土に対する人口圧力は非常に高いものがあります．と申しますの

は、国土の14％しか耕作されていないためです。しかし人口が急成長してい

るため、食料の増産が必要となっています． しかもこれから人口は、だんだん

増えていくと思います。寿命が伸びていますし、死亡率が下がっているからで

す。TFR は 6. 3 、年間の人口増加率は 61年まで 1. 7%、 6 1年から 7 

1年まで 2. 1%. 7 1年から 81年で 2. 7 ％です．これは換言すると、人

口は 1 9 1 1年から 1 97 1年までの 60 年間に倍増したことになり、 さらに

これからの 30 年間以内にさらに倍増することが予想されています． 

この人口増加を最低限に抑えるために、家族計画及び児童保健プログラムが 

1 960年代から導入され、家族計画サービスが次々に導入されています。現

在の人口政策を取り入れたのは 75 年、 これは第 5 次経済計画の時でした。人

口問題の大きな影響を考え、第 7 次経済計画も次のような戦略政策を優先的に

とり上げています。 

すなわち、家族計画サービスに対する需要を満たすために、 これを優先する

ということ。また、人口プログラムを環境、農業、森林、 そして農村開発にお

いて重点的に取り上げること．さらに、女性の役割、女性教育、及び雇用を促

進するためのプログラムを導入すること．モれからNGO の人口に関するプロ

グラムをさらに促進すること．そしてネパールに対する移住を制約するという

ことです．以上のような戦略をとることにより、現在の人口増加率 2. 7 ％を 

2000 年までに 1. 9％に下げたいと考えております．ネパール王国政府の 
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人口政策は、 2 つの目的をもっています．すなわち人ロと開発です。開発とは、 

―般大衆の生活水準を向上するということです。この目的達成のため、現在 2 

2 の組織が人口関係のプログラムを実施しています．たとえば人ロに関するプ

ログラムを策定するため、 1 97 1年に人口に関する国内委員会が設立されま

した。これは非常に基盤の広い組繊で、首相が議長を勤め、国会議員がその会

員となっています。社会経済開発、たとえば保健、教育、社会福祉、家族計画、 

衛生、 コミュニケーシぎン、環境保全などは、政府機関だけでやりとげること

はできません。NGO もやはり応分の役割を期待されているわけです．これも

やはり国家開発の目的のガイ ドラインに沿ったものと考えられます． 

第 7 次経済開発計画においても、地方の組繊、またNGO などが家族計画に

積極的に参加することが期待されています。NGO間の調整などは、国家調整

協議会が行うことになっており、ネパール王国の妃が会長を勤めて下さってお 

ります。 

ネパール家族計画協会（FPAN) が 1959年に設立され、現在は家族計

画の情報、教育、 トレーニング、連絡、家族計画サービスなどを行っておりま

す．そのほか、たとえばネパール赤十字協会、母親クラブ、青年活動調整委負

会、ネパール避妊具販売サービス会社などがあります． 

ネパールは現在、根深い問題である貧困、疾病、飢餓、文盲、栄養失調、無

知などを多角的な開発戦略によって駆逐しようと考えています。バランスのと

れた経済開発を進めるため、ネバールは 75 の地区、 14 のゾーン、 5 つの地

域開発センターに分けられています。戦略目標は経済成長、開発及び所得配分 

の均衡化などです． 

やはり近代的福祉国家として、 とくに貧困層に対する対応が必要であると考

えています．この目的に沿い、基本ニード戦略では、 6 つの問題を取り上げて

います。つまり、食料、衣料、住居、教育、保健及び社会保障で、 1 985年

に導入されました。 1 5 年間計画で、 2000年までにこの 6 つを実現しよう

と考えています．経済開発戦略として行われているわけですが、 モれだけでは

なくて人ロや家族計画活動に対しても活動を行っております．これは一般大衆 
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の生活の質を向上するということで、今世紀末までに達成することが目標です． 

終わりに当たり、ネパールの国会議員はやはり基本的なニード戦略を実施す

ることが大変重要だと考えています．これも国王の指導力のもとで行っている

わけです。この基本ニード戦略という開発活動はグラスルーツのレベルで行わ

れています。すなわち貧困ライン以下の人々がモの存在のために闘うという認

識のもとに行っているわけです。また、規則、規約などを作り、 このような対

象グループの生活水準を上げることを考えています．人口と開発に関するパン

チャヤッ トフォーラムが 1 986年に導入されました．効果的かつ活動的な関

係を人口問題と開発活動の間に成立させるため、 NGOおよぴグラスルーツレ

ベルで実施することを考えています．今回の第 4 回会議は、お互いの情報や知

議を交換する大変重要な機会であると考えています。 



カント リーレポー 
	

ジーラン ド 	S ・デイビス 

ニュージーランドの人ロは非常に少なく 300万人、人口はすでに静止を始

めています．ですから私どもの経験は、直接他の国々の皆様方の状況に関連す

るものではないかとも思います‘ニュージーランドにおきましては、人口計画

は実際には行われておりませんが、私どもは 2 国間協力という形で人口問題に

協力をしたいと考えています。 しかしこれまでのわが国の援助は農業、林業、 

イ ンフラス トラクチャー、健康教育などの開発問題に限られています． もちろ

んこれらの多くは、人口問題に直接関係するものです。農村部における計療所

の開設、児童福祉、教育担当者、保健担当者へのトレーニング、文盲の減少な

どのプロジュニクトがこれまで実施されてきています。わが国にはマオリ族とい

う士着の人々がいますが、彼らの文化についての理解も深まり、彼らの土地に

関する権利も認められるようになってきています。 

乳児死亡率はマオリ族 1 5. 3 脇、 それ以外の人達は 1 0, 7陥というのが

現状です。 

人口政策は開発という目的に向けたものだということを認議しております。 

また、 それぞれの国は、 それぞれの人口政策をとる権利があるということを認

識しております。 したがって、人口政策は孤立して遊入するものではなく、社

会経済計画の一部をなすものです。社会的、文化的、宗教的、 また人種的な心

情というものも大事にしなければなりません。経済や環境の問題よりこのよう

な問題の方が大きいということもあります。ニュージーランドはやはり人口問

題の中心となるものがこのような問題であると考えております。保健サービス

は予防措置が中心となるべきであり、死亡率を下げることは、主として生活水

準の向上によって達成できると考えております。モのためにも保健サービスは

予防医学を中心として行われております． 

また、女性の差別撤廃に対する国逮の条約が導入されましたが、わが国にお

きましても、女性の地位を高める努力をしています。家族は社会の核心を成す

ものであり、 そのためにも家族を大事にしなければならないと考えています。 
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また、私どもは個々の女性が自分の生活を決定する権利をもつべきであると考

えています。もちろんニュージーランドも高齢化社会を迎えています。ですか

ら、長生きをして損をした、長生きをして申し訳がないというような考え方を

導入してはいけないと思います．学校のカリキュラムも含め、やはり老人の価

値を認めるような形で文化を変えていかなければならないと思います。若い日

本の青年がお嫁さんをみつけることができないという事例が、 日本の方から午

前中に発表されましたけれども、 これは日本だけの問題ではありません．貧困

もその 1つの理由でありましょう。若い婦人は農村で、たとえば牧場で住みた

くないという傾向があります。すべての人は女性が人ロの半分を示すことを知

っています。しかし現在、女性は人口の半数を代表してはいません．議会を見

ても、やはり女性は 50 ％を占めてはいません．やはり国会議員も 50 ％まで

は女性が占めるようになるように我々は努力をすべきだと思います。 

これは他の組織でも同じことだと思います．私は、男性が女性の分まで意志

決定をしてはならないと考えております．昨年、ナイロビにおいて女性の地位

に関する会議が開催されましたが、途上国の女性達は、やはり清潔な水の供給

が必要であると言っております．家族計画、あるいは育児が大変重要であると

言った人もいます。まだこのナイロビ会議の報告を読んでいない方は是非読ん

でいただきたいと思います． 

このナイロビの歴史的な会議に出席した各国の人達は、政府に対して要求を

しております。 しかしながら、 この報告は多くの国の政府ではただただ本棚に

放置されているだけなのではないでしょうか．とくに世界の女性達が人口とそ

して開発に対して同じ意見をもっていることは、このナイロビ報告でおわかり

になると思います。女性は何も男性用にとって変わろうとしているのではない

のです。もっと平等な形で男性と同じ働きをしたいと考えているのです．女性

は逃げることはいたしません．是非一緒に働こうと思って働こうと待っている

わけであります。舞台の袖でひそかに待っているのが女性です。 



カント リーレポー ト・日本 林 寛子 

日本の現状について、 まず初めに日本の国土及び人口の概要について申し上

げなければならないと思います．ご承知の通り、 日本の国土は 4 千の島を合わ

せて、 37 万 8 千平方キロメートル、地球の陸地の 0. 3％の規模でございま

す。この国土の中に、 1億 2 千 2 百万の人口をようしております．世界の人口

は昨年 7 月 11日に 50 億人を超えたとされましたけれども、 日本の人ロはこ

の 2. 4％に当ります．この 0. 3％の国土と 2. 4％の人ロによって世界の 

GNP の 1割以上を生産するという極めて高密度な経済社会活動を営んでおり

ます。 

また、近代の日本の発展と工業化の進展についてこ’説明しなければならない

と思います．近代日本における発展の姿について申し上げるには、 まず日本が

近代国家として出発した 1 9 世紀までさかのぼる必要がありますが、 この 1 0 

0 年、正しく言えば 1 20 年と言うべきでしょうか、 この間の日本の発展の歴

史はーー言で言うならば、工業化の歴史ということができると思います．たとえ

ば貿易の内訳について見ますと、 1 00 年前の日本の輪出品は、生糸、海産物

などの 1次産品やその加工品でありましたが、今では輪出のほとんどが工業製

品となっております。また、 1920年には日本の就業者の半数以上が農業に

従事しておりましたが、 60 年たった今では 1割を下回るまでになっておりま

す。 

次に日本の総人口ですが、今申し上げました日本の近代化の過程で乳幼児の

死亡率が低下し、平均寿命が伸びたことにより、 1890年の約 4 千万人から

今では 1億 2 千 2 百万人と、 この 1 00 年間で 3 倍以上の増加となっています． 

このように急増した我が国の人口は、近年では出生率が低下傾向にあり、人口

安定期に入っております．2 1世紀にかけての我が国は、 これまでになく子供

が少なく老人が多い、人ロピラミッ ドが逆三角になるような人口構造になるの

ではないかと思われます． 

国内における人口移動の問題ですが、先に述べました日本の工業化の過程で、 
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国内における人口分布も大きく変化してまいりました．すなわち近代化の初期、 

都市において工業開発の進展に伴う労働力需要が高まるー方で、農村において

は過大な人口をかかえていました．そのために近代においては、第 2 次世界大

戦による一時的な混乱を除き、農村から都市への人口移動が統きました。とり

わけ第 2 次世界大戦後は、重化学工業を中心とする高度経済成長が統き、 これ

が都市における就業の機会を著しく増大させ、若年労働力を中心に地方圏から

大都市圏への大規模な人口移動を引き起こしました。こうして都市の人口が急

速に増大する一方で、農村人口は減少を示すようになり、都市における過密の

問題に加え農村における過疎が問題となりました．人口移動の激しかった 19 

60 年代においては、大都市圏への人口転入超過数が、毎年 50 万人程度にも

達レました。こうした地城間の人口移動に伴う過密、過疎問題や、所得面にお

ける地域間の格差の問題に対して、我が国では、地域間の均衡ある発展を図る

ことを目標として、全国総合開発計画を作成し、その実行に努めております。 

1962年に最初の全国総合開発計画が策定されましたが、これは地方圏に工

業の開発拠点を整備し、 これを軸として人ロ、産業等の地方の開発展開を進め

るものでした。 

さらに 1 969 年に新全国総合開発計画が策定され、全国を有効に開発する

ために交通のネッ トワークなど開発の基礎的条件を整備、開発の可能性を全国

土に拡大し均衡化することをめざしました。その後、石油危機、公害等の資源

制約の問題に直面し、高度経済成長から安定成長へ移行したことに対応して、 

1977 年に第 3 次全国総合開発関画が策定され、人口の地城定住に向けて総

合的な居住環境の整備を進めることにいたしました．こうした開発政策の進展

により、 1970年代になると、国内の人口移動も鎮静化を始めました．これ

は出生率の低下による子供の数の減少もありますが、工業の地方展開などによ

り地方圏の開発が進み、大都市圏との所得格差がかつての高度経済成長期に比

べ縮小していることなどを反映していると考えられます。 

しかし 1 980年代に入り、国際化、情報化といった我が国がとりまく経済

社会の大きな変化の中で、東京圏への高度都市機能の一極集中と、人口の再集 
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中が生じつつあります．この背景としては、 日本の経済規模が拡大したことに

伴う東京の国際金融市場としての重要性の増大と、産業構造の急速な変化に伴

う地方経済の停滞があげられます．国際化が進展する中で、東京は世界有数の

金融センターとして、 また、国際的情報拠点として発展しており、 ニューョー・

ク、 ロンドン及び国際経済の枢要な拠点の 1つとなっております．こうした変

化の中で各企業は東京圏へ立地志向を強めています。他方、地方圏においては

急速な円高や、産業構造の転換により、素材型産業や、輪出依存型産業が不振

となっています。とくに鉄鋼や造船などの構造不況業種をかかえている地城や、 

特定企業に依存した地域の中には、雇用の確保が大きな問題となっており、産

業構造の転換に起因する人口流出が生じているところが多く見られます。 

また、 日本の地価高騰については昨日も黒田先生からお話があり、皆様もよ

くご存じのことと思いますが、近年我が国の物価上昇率はほぼ横ばいであるに

もかかわらず、東京への人口や諸機能の集中を反映して東京の商業地の地価は

平均で 80 ％近い上昇を見せております。ちなみに日本の土地価格の合計は、 

面積では日本のほぼ 25 倍のアメリカのモれを上回るまでになっております． 

こうした近年における日本が直面する課題に、開発政策の面から対応するため

に、昨年の 9 月第 4 次全国総合開発計画を策定しました．この新しい計画では 

2000年を目標年次として、 さまざまな問題を引き起こしている東京一極集

中を是正し、特定の地域に人口や諸機能の過度の集中のない、多極分散型の国

土を形成することに目標をおきました。この目標を達成するために、東京、大

阪、名古屋などの大都市ばかりでなく、地方の都市それぞれが機能を分担して

相互に連携し、均衡ある発展が図られることが必要であります。このために全

国各地城で、豊かな居住環境を整備しつつ多様な産業を振興し、個性ある地城

作りを進めるとともに、 このような地域作りに不可決な国内、国外にわたる人

流、物流、情報流などの交流を拡充するための全国一日交通圏の形成など、交

通情報、通信体系の整備を全国にわたって進める等を内容とする交通ネットワ 

ーク構想を推進することにしています。また、東京への一極集中を是正するた

めに、一部政府機関の移転再配置の推進など、東京からの諸機能の分散、再配 
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置を進めようとしております。今後日本政府といたしましては、 この第 4 次全 

国総合開発計画を強力に実行していく所存でございます。 

こJ 清聴ありがとうこ’ざいました． 



カント リーレポー ト・韓国 	J ． ドン． クォウン 

大韓民国の人口政策は 1 962年に始まった一連の 5 カ年経済開発計画の―

環として行われています．人口政策は国家開発計画の一環として行われている

わけです。この計画の中心は家族計画を実施することによって出生率を抑制す

るということです。人口抑制政策は経済開発計画の一環として強力に実施され

てきており、 この 25 年間で成功を収めたといえましょう．国民により高い教

育を受けさせる努力と同時に、女性に対しても教育の機会を拡大したいと考え

ております。そしてまた、女性の地位向上のための努力をしております。これ

らすべてが相まって、出生力の低下につながっているわけであります． 

さて、 60 年から 87 年までの間に、 60 年には年間の人口増加率は 3%が 

87 年には 1. 2％と劇的に減少しております。また、TFR は 6 から 2 に下

がっております．韓国は現在人口は 0 成長、すなわち人ロの置き換え水準以下

を達成しておりますが、一方で人口問題の他の局面が浮き彫りになってきてお

ります。すなわち人口の質の問題、そして人口構成の問題であります．この 2 

つの問題について少しお話をさせていただきたいと思います。 

まず第 1に、都市における人口の集中という問題があります．これは農村か

ら都市への移住によって起ったものです．第 2 に、技術的な失業、構造的な失

業があるため、労働者に対して人口的な圧力がかかるようになってきています． 

第 3 の問題は、高齢者が増えてきているということです．そして、第 4 は、人

口の伸びと生活水準の向上により、資源に対する需要が高まっていること。第 

5 は、核家族が増えてきたために、世帯数が急激に増加し住宅不足が感じられ

るようになってきたこと。このように 5 つの問題があります。 

今、いろいろな問題を列挙したため、韓国は以前よりもかえって大きな問題

を抱えるようになったんじゃないかと思われるかもしれません． しかし、 この

ように次から次に問題がおきてはいますが、われわれは効果的に対処できると

大いに自信を持っています．というのは、韓国政府は現在福祉社会の達成に向

けて努力中だからであります．社会保障制度も1 988年には効果的になりま 
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すし、医療保険制度も 1 989年には全国民に適用されるようになります．大

韓民国政府は、均衡のとれた地域開発を行うための努力を行っておりますし、 

また、農業の後継者を育てるための支持政策をとっておりますし、 また雇用開

発を行っております．また、社会制度を向上させる努力をしております。これ

までの女性が非常に不利な立場におかれていた社会制度を是正し、 また、貧富

の差を解消することを目的とした社会制度の改革を行っております．格差を減

少するためにも、所得の再配分策をとる必要があると考えております． 

発言を終わるにあたりまして、私はこのような形で各国が人ロ、およぴ開発

プログラムの経験や知識を分かち合うということを、今後とも行なっていくこ

とが必要であると考えております。意見と知識の交換は、今後とも統けていく

べきであると思います。このような積み重ねにより、人口問題に対処するより

よい方法を見つけることができるのではないでしょうか．人口と開発に積極的

に参加していこうではありませんか． 



カント リーレポー ト・シンガポール 	S ・サニフ 

シンガポールは 1 965 年に独立いたしましたが、その時は失業問題、過密

問題、高い人口増加率、 そして資源がないというように様々な問題を抱えてい

ました． しかし、 まず失業問題に対処するために、政府は労働集約型の産業を

集めることにより産業化を図ろうとしました。また、過密の問題を解決するた

め、広い住宅施設を国民に提供するためのプログラムを作成しました．その当

時、人口抑制の問題はたんに家族計画だけでしたが、 これはシンガポール家族

計画協会（ SFPA ）によって行われました。政府からの補助金、 あるいは政

府の母子保健クリニック（MCHC ）を無料で使うことによって展開していっ

たわけです。政府側も、 こういった人口抑制の寛容性については認識しており、 

独立後数か月以内にやはり国家のプログラムとして人口抑制の問題に取り組み

ました．この国家の家族計画、 あるいは人口抑制プログラムですが、 これは 1 

966 年 1月に改正され、モして政府の開発戦略の一貫として実施されてきま

した．その後、 シンガポール家族計画協会（ SFPA ）が政府にその仕事を委

託しました。それは、 とくに家族計画の需要が高まったために政府に渡したわ

けですが、 その時点から政府が中心となって白書を出し、 シンガポール家族計

画・人口委員会（ SFPFB) が設定されたわけです。この国家プログラムに

基づき、政府は母子保健クリニックのネットワークを使って、避妊教育を行っ

ていったわけであります。 と くに、 クリニ．ックを通すことにより、国民の避妊

に対する認識を高めようとしたわけです。また、 1970年には人工妊娠中絶

が法制化され、 さらに 1 970年には自由化が行われました， 1 972 年には、 

1夫婦に子供は 2 人という政策が推進され、 また小家族政策が 1 969. 70 

年に優遇措置としてとられ、 またメディアを通じての広報活動も行われました。 

政府の役人、いろいろな機関の人間、あるいはいろいろなコミュニティーの指

導者などがー丸となり、 1夫婦子供 2 人という政策を促進しようとしたわけで

す。とくに、学校の児童や工場労働者に対しても、子供 2 人教育を徹底させる

ようにしました。 1 974年には政府はゼロポピュレーシ雲ングロス（ ZPG 
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と呼ばれる人口ゼロ成長政策を打ち建て、 これを 2030年までに達成しよう

としたわけです． 

こういーった努力の結果、 シンガポールの近年 20 年間の人口増加率は、置き

換え水準以下になっています。 1 986年には、TFR は 1. 44 になってい

ます． これはかつてないほどの低い数字です．ナシ，ナルプログラムが出され

る直前の 1 965 年は 5 人の子供が通常でしたから、それに比べると 1. 44 

というのは非常に低い数字といえます． 5 人の子供がいた時代は、人口自然増

加率は 2. 5 ％という数字でした。 とくにシンガポールは 600 平方キロメー 

トルの国土しかなく、 自然資源がないということを考えると、非常に深刻な数

字でした。何らかの措置をとって、人ロを抑制する必要性があったわけです。 

さもないと、開発努力を行っても人口増加によってモの開発努力が薄くなって

しまうおそれがありました．開発努力が生活水準の向上につながるようにする

には、やはり子供の数を減らし、人口を抑える必要があったわけです． 

この戦略により、 1人当たりのGNP も 1 960年代の 1 389 シンガポー 

ルドルから、 86 年には 1 3088 シンガポールドルへと、 1 0 倍近い伸びを

見せました。 

また、乳児死亡率に関しても、 1960年には 34. 9陥だったものが、 8 

6 年には 9. 1陥にまで低下しています，さらに、医者 1人当たり人口も 1 9 

60 年には 2553 人であったものが、 86 年には 930 人になり、医者の普

及率も非常に高くなりました。識字率は 1986年には 86. 4 ％でしたが、 

これも 1960年は 52. 3 ％だったわけです．また現在では、全人口の 85 

％が政府の提供した高層アバートに住んでいるという状況です。今後、 さらに

この住居の供給を進めていけば、最終的には 90 ないし 95 ％の人が政府の提

供した高層アパートに住めるようになると思います． 

人口政策はたんに経済発展ということだけではなく、やはり価値観、 あるい

はライフスタイル、 さらに生活水準を向上させるということも含まれています。 

国民は消費製品を多く所有し、 レジャー活動をしたいという希望を持っていま

すが、それと子供を多く持ちたいという希望がやはり相反するものになってい 
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ます．とくに、 シンガポールの場合は農業国とは状況が違っています．農業国

の場合には子供を生めば生むほど、 ある程度早い年齢のうちから労鰍力として

役に立つという状況がありますが、 シンガポールの場合はそうではありません。 

シンガポールでは男子は 20 歳半ぐらいから兵役があり、 それを終えてから大

学に行かなくてはなりません。それまでは、労働力とならないわけです．また、 

教育レベルが高くなっていることから、子供を多く持つということはなかなか

難しくなってきています。また、年をとってから子供に面倒を見てもらいたい

から子供を生むという考え方もだんだん減ってきております。シンガポールで

は CPF と呼ばれる社会保障制度が近年充実し、老人は CPF 制度で面倒を見

てもらえるということになり、子供に頼るという考え方は少なくなってきてい

ます。また、教育水準の上昇にともなって、女性の労働市場と社会への参加が

ますます促進され、子供の需要も減ってきているわけです． 

現在、シンガポールの出生率は置き換え水準を下回っています。 1 975 年

に置き換え水準を初めて下回って以来、ずっと下回っています． しかしながら、 

このままこの状況が統くと、労働力の不足が起きてきますし、また、高齢者に

対する労働力人口の比率が低下し、労働者の扶養負担が高まってしまいます。 

やはり、シンガポールの将来の道である熟練労働者を養成し、高い産業技術を

開発し、 そしてシンガポールを金融、 コンピューター、医療、 コンサルタント

業務の中心地にしようという方向性は弱体化してしまいかねません．そこで、 

87 年の 3 月に子供 3 人を奨励するという新しい人口政策が打ち出されたわけ

です。これには、税制度による優遇措置や育児補助金なども含まれています。 

また、働く女性に対しては育児補助金や様々な休暇制度などが与えられていま

す。これは公共部門だけではなく、民間で働く人にも提供されています． 

また、先述したCPF 制度により、 3 人目の子供が生まれた場合の出産費用

は無料にする制度が審議中です．3 人目の子供は、小学校や中学校にも優先入

学できます。 1 987 年 1月以降、公共アバートに住んでいる家族に 3 人目の

子供が生まれた場合、大きなアパートに優先して移ることができるようになり

ました．また、前のアパートを売る際は、売却条件が有利になる措置もとられ 
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ています。 しかしながら、高等教育レベル以上の教育を受けた人が 3 人目の子

供はどうしても生めないということで中絶や不妊手術を希望する場合には、ー一

万ドルの助成金が支払われることになっています．この制度は 87 年に施行さ

れたばかりなので、 この結果がどれだけの影響をもたらしているのか、評価を

行うのは時機尚早かと思います． 



リーレポー十・、タイ 	プラソップ‘ラタナコン 

第 6 次全国経済社会開発計画 (1987年から1991年）の中にある人口

政策は 3 つの要素を含んでいます． 1つは人口増加率を低下させるということ． 

2 つ目が人口の質を向上させるということ．そして 3 つ目が人ロの分布につい

てです。第 6 次計画の目標は、 1 99 1年までに人口増加率を 1. 3％にまで

おさえるということです。 1 991年の時点で、人口は 5, 690万ぐらいに

なると予想されています。この時点での出生率は 1千人当たり 1 9. 1、死亡

率は 1千人当たり 5. 7 と予想されています．人口増加率を 1. -%にまで引

き下げるためには、約 650 万の人々が新たに家族計画を実行するようになら

なければなりません。これは 5 年間の間に‘ これだけの数の新たな家族計画実

行者と同時に、 また現在の実行者 570 万が継続していくということも必要に

なるわけです。 タイの出生率は近年低下傾向を示していますが、 ここに到達す

るまでには長い道のりがあったわけです。農村部と都市部の人間の間には、収

入や教育、 そして様々な公共サービスに大きな差があるにもかかわらず、現在

の低出生率が実現したわけです。 

そして、 タイの人口はこ才lJから高齢化に向けて進んでいきます。そのため今

後、高齢人口のための診療所や福祉などの社会制度の充実が必要となってきま

す。また、老人クラプや老人専門病院などの整備も必要になってきます。 2 か

月前のアセアン議員会議で、 アジアにおける公衆衛生の面での協力の提案がな

されました。つまり協同して教育活動や広報活動を行い、 そして公衆衛生の水

準を高めていこうということです。 とくに特殊専門家や技衛者を交換し、 また

農薬製品などの交換を行おうということになりました。 

それからプライマリーヘルスケアや社会開発ということに関しては、 タイは 

10 年以上のプライマリーヘルスケアの経験を持っています．プライマリーヘ

ルスケアを国家政策として、健康の開発と発展ということを行ってきたわけで

す． 1 979年、内閣によりプライマリーヘルスケアというコンセプトが採択

され、 そレて 5 年間のプライマリーヘルスケアプランが採択されました。そし 
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て、 77 年以来推進されてきているわけです．運営の方から見ると、 プライマ

リーヘルスケアプログラムが、 とくに農村における教育や広報活動を中心に行

われております．これは村のボランティアを中心に行われているわけです．こ

ういったボランティ 7の健康コミュニケーターというべき人たちは、母子保健、 

家族計画、免疫、水とか衛生問題について、あるいは様々な健康問題について

の知識を国民に伝え、 そして人口目標を達成するように努力しているわけです． 

とくに、非常に簡単な医療ケアを農村にまで広げようと頑張っています。コン

ドームを提供する、あるいは避妊ピルを提供するという作業もー一環として行っ

ております。これには、内務省、教育省、健康省、農務省の 4 つの省が協力し、 

国民のベイシック・ニーズに応えることを共通の目標として対処しているわけ

です。また、いろいろな社会的な介入も技衛的な情報を提供するということで

適当な時期において行っております．これは生活の水準を上げるという観点の

もとに行われているもので、高齢者の福祉を向上させ、地方における生活をよ

り豊かなものにするためのものです。 



カン ト リーレポー ト・シリア 	G ・タヤラ 

シリアは、地中海の東海岸に位置しております．現在ィランとイラクが交戦

中ですが、 シリアはイラクと国境を接しており、 また南はイスラェルとョルダ

ンに国境を接しています．現在シりアとイスラェルは緊張状態にあり、 また、 

シリアの西部レバノンでも内戦があります。 したがって、 シリアの国境地帯全

てで戦争が起こっているのが現状です． 

わが国の総面積は 1 850万ヘクタール、内訳は耕地化及び濯海された土地

が 390万ヘクタール．耕地化され海海はされているけれども、休耕地になっ

ているところが 1 70 万ヘクタール程度．さらに、耕地化されているが瀧海さ

れていない士地が 50 万ヘクタール程度です。これをシリアの全国土面積から

見ると耕地化及び瀧海がなされている土地は全部で 28 ％にも満たない状態で

す。 しかも、モの面積の 3 分の 1までは休耕地として毎年休ませておかねばな

りません。こういう点から、 シリアにとってまず新しい技術を農業に導入する

ことが大事であり、 そのため最初のプロジェク トが 1 984年に開始されまし

た． 

シリアの人口は、国外に住んでいる者が約 1 200万、国内が 1 060 万ぐ

らいです。都市部に住む男が 260万、女が 250万、また農村地帯に住んで

いる男性が 270万、女性が 260万．これらの数字を見ると、都市人口と農

村人口がほとんど均衡がとれているということがわかると思います．また、男

女比もほとんど同等です．50:50ぐらいの比率となっていることがおわか

りいただけると思います。 

1 960年代から現在までの人口増加率は、次のとおりです．60 年から 7 

0 年までの 1 0 年間では、 1千人当たり 49. 9 人の増加率、 70 年から81 

年までは 1千人当たり 40. 9人、今年 1987年は 1千人当たり 35 人とな

っています．もちろん、 この人口増加率は地域によって異なります．農村地域

の方が高く、都市部の方が低いものの、全体としてシリアの人口増加率は高水

準にあると言えましょう。モの理由は、やはり宗教的、社会的な影響が関係し 
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ているのではないでしょうか．子だくさんの方がいいという価値観があります。 

1 952 年に、もし、 1人の婦人が 1 2 人以上の子供を持った場合には、国家

の母となるべきであるというような大統領政令が出たのですが、 しかし 85 年

になり、 この大統領政令は廃止されました．今や 1ダース以上の子どもをかか

えた国母はいなくなりました。 

世帯人員について見ると、 5 人から 6 人の子供が平均的だと思います．また

失業率はそれほど高くなく、 6. 7 ％で推移しています。しかし今後農業技衛

が向上すると、 この数字はもっと上がってくるのではないかと思います。また

我が国の人口は若年層の比率が非常に高く、これが国家の非常に大きな負担に

なっています．彼らに対して雇用の機会を与えるということが 1つの大きな仕

事となっています． 

国土面積や資源の可能性は、人口と非常に関連してくるものですが、現在国

際的な経済危機があるため、シリアのような小さな国には大きな経済的な影響

をこうむっています．また、中東において期待されているシリアの役割を果た

すため、軍事費が非常に高くなってきています。わが国が平和に生きていく、 

また国民の権利を守るためにも、国防費が非常に高くなっているという現状が

あり、 これが、生活水準に対しても暗い影を投げかけています。われわれシリ 

7国民は、 この地域に公正なしかも恒久的な平和がくることを首を長く して待

ち望んでいます。私どもが現在軍事費に使っている金額を開発のために使うこ

とができるようになるようにと、期待している次第です．開発だけではなくて、 

軍事費を保健、健康の分野にも注ぎこみたいと思います．現在、難病や死に至

る病がたくさんあります。 しかしながら、軍事費が膨大であるために、これら

の医療に対する研究費を出すことができません。シリアの国防費は保健・衛生

の研究費の数倍にも至っているということを報告しなければなりません． 

毎秒 1 50 人の赤ちゃんが世界で生まれております，ということは、毎日 2 

2 万人の赤ん坊が生まれているということになります．ということは、世界の

人口は一年に 8 千万増えているということになります。この計算でいくと、世

界の人口は今世紀の終わりまでに 60 億人に達することになります． さらに、 
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2010年には 70 億人に、 さらに 2020年には 80 億人に達するという推

定が出されています． 

最初に宗教的な影響や社会的な慣習などが毎年の人口増加率に寄与している

ということを申し上げました。そのため、 シリアには家族計画を組繊するため

の協会が設立されています．これはNGO で、やはりNGO である婦人連盟と

協力して、若い男女を対象に家族計画の認議を高めようとしています。政府も

現在農村地域における家族計画教育の普及を図っており、また文盲撲滅も進め

ています。文盲率は女性 60%、男性 40 ％です． 

シリアアラプ共和国人民協議会が政府機関を援助し、今世紀末までに 2 ％の

人口増加率にまで低下させたいと考えています。 



フ イ 

1. はじめに 

1 886 年センサ 
	

よればフィ リピン人口は 5450 万人で、人口増加率

は世界全体の増加率 2. 6 ％よりも若干高い 2, 7%を示しています。この増

加率が継続すると 25 年後または 2 1世紀の転換点までに人口は 1億人に達す

ると思われます． 

人口学研究によれば、 フィ リ ピン人ロは、急激な人口成長、出生率およぴ死

亡率水準の低下、後述する国内人口移動に起因する地理的不均衡分布という特

徴を持っています。これらの最近の人口傾向は資源と環境という 2 つの条件と

関連性があります。 

維続的人口増加による圧力は、国家開発努力と人口の喪正分布に関する重い

かせとなっています。これは我が国が前体制時代の経済混乱から回復していな

いという事実によって強められています。同様に環境に対する重圧は明らかで

あり、一国家の生態的均衡を著しく脅かしています。 

2 ．人口政策、基本方針、戦略 

国家開発に対する決定的な要因としての人口に関心が高まってきており、 フ

ィ リ ピン政府は生活の質的向上を基本的目標とする人口政策に再び目を向け直

しています。従って、政策の努力は人口増加を抑制することのみならず、 ブィ

リピンの家族の全体的福祉を向上させることに目的が置かれています。この目

標は、十分な社会サービスと雇用機会の提供と生活条件の上昇を通して貧困か

ら人々を解放するための 1 987 年フィ リピン憲法の精神を反映しています。 

実際に、我々の国家人口政策は、社会正義と個人の自由に根ざした食糧、住宅、 

雇用、保健、教育における有形の保証を振興するための社会経済開発計画を盛

り込んでいます。国家人口政策の遂行は下記のような基本精神に依拠していま

す。 

1．単なる出生力低下ではなく家族福祉の全般的向上を図るこ 
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2 ．各夫婦が家族数決定の権利を持ち、道徳的信念及び信仰に基いて家族 

計画の方法を選択することを尊重すること． 

3 ．家族の結東と信頼できる親子関係の確立。 

4 ．出生力調節の手段としての人工妊娠中絶の排除． 

5 ．地域間の社会経済の多様性を認議すること。 

6 ．地域社会に基づいたアプローチを通しての自立性の向上． 

7 ．政府の各行政レベルにおける開発努力の調整と統合． 

8. NGO の補完的参加を通しての官民のセクター間の協力強化。 

9 ．直接参加と協議によるアプローチを最大限に利用すること。 

次に、以下の計画戦略が効果的なプログラム実行のために計画されています． 

1．保健、栄養、家族計画サービスに関する総合的7プローチ 

2. 他の開発計画と連携した家族計画サービスを行なう上の情報、教育動 

機付けを指導すること。 

3 ．夫婦の自由選択に基き医学的に承認され、法的にも受け入れられる家 

族計画サービスについての情報を提供すること。 

4 ．家族計画に対するアクセスビリティ とアベイラビリティを保証するこ 

と。 

5 ．女子の地位と役割を高める計画を支持すること． 

6 ，人口分布の不均衡を是正するための政策とモの手段を支持すること． 

実行計画 

プログラムの目的と地域 

1 988-1 992年におけるフィ リビンの人口計画は次の 2 つの基本

目的に基づいて行われます． 

1. 家族計画を実施し、家族福祉を向上させるための総合的人口計画を

通して、 1 988年から1992年の間に、 2. 38％の人口増加率を 

2. 21％に低下させ、人ロを 5870 万人から6430万人すること． 

2 ，人口分布の不均衡を是正するための政策と手段を擁護し、地域間の 

-96- 



開発と人口分布をより均衡のとれたものとすること． 

この目的に沿った人口活動が次の 2 つの分野で行われています。 

1．家族計画プログラム 

この分野は母子保健の向上と同じく家族計画サービスの効果的提供に

関連したすべての活動を包含しています。安全で合法的な家族計画方

法の情報を提供することを目的とし、家族数とバース・コントロール

の手段の決定においては夫婦の権利とモラルを考慮します。 

2 ．人口開発総合計画 

この分野は人口増加と分布の現在の不均衡を是正するための要請に関

連したすべての政策と計画を率先して行っています。 

計画の位置とその影響 

家族計画プログラムの下では、公共・民間クリニックやヘルス‘センタ 

ーが適切な家族計画と保健サービスを提供するために設立されています． 

プログラムは、家族計画の普及率を上昇させ、サービスの質的向上を図る

ことを目的とし、強力な情報、教育、 コミニュケーシ，ン援助を行ってい

ます。 

1986 年 1 2 月現在、 3506 のネット・ワーク（公共部門 2376. 

民間部門 1130）が稼動しております。これらは 42 の巡回診療チーム、 

2250人の従事者、 5 1 000 人のバランガイのサービス供給地点の担

当官が、家族計画方法の利用を高めるために補強されています．さらに、 

合計 1 0388人の医療要員が専門的サービス提供に携わっています。よ

り安全で受け入れやすく、安価な家族計画方法に関する多くの研究が行わ

れています。例えば、 6 種類の薬草が家族計画調節法の実験的研究の課題

となっています．同様に、就学前、青年、結婚前のカップルを対象とした

カリキュラムでは、価値ある、総合的な人口教育がこの分野の活動の一部

として形成されています。 

さらに、人口と開発のイニシアチプは、政策立案者、各自治体担当官、 

各団体技術者間の積極的参加と調整を行いながらとられています。これに 
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沿って、研究と訓線，が開発計西に射するい統会的人にロの将来見通レーの長期目

標に従って追跡されています。 

計画の影響に関していえば、適切な収益と結びついた避妊方法の普及分

野でとくに達成されています．不妊方法普及率は 1 983 年における 32 

％から 1 986-1 987年にかけて 44%に上昇しました。同様に、合

計特殊出生率は 1982年の 4, 5 から 1 986 年の 4 に低下しました。 

これらの結果は、家族計画を知っていること（ 97%）と家族計画を実際

に実行していること（ 44%）の相違によるものです。 

農業と人口 

人口概況 

ブィ リ ピンは基本的に農業国であり、人口の 70 ％は、主な収入源が農

業である農村部に住んでいるという事実がこれを裏付けています。 

農業の主なセクターは、全世帯の 3 O"'4 0 ％によって構成されるパラ

イ農場世帯です。そのほか農業共同体は、 とうもろこし、 ココナッ、漁業

牧畜業、養鶏、 さとうきび栽培に従事しています。 

農業部門の就業者は、全就業者の 51％を占めています。農業就業者は、 

農場経営者、賃金労働者として収入を得ています。フィ リピン農民のうち 

800 万人は士地なしの農業階級に属しています。 しかしながら、 どちら

の場合にしても、農業の季節性により、実際の生産において彼らの労機時

聞の約半分が費やさ才1ノています。このような事態は農閑期における土地の

未使用を引き起こし、休閑期にも仕事に従事させることになるのです。 

平均世帯員数は 5. 6 人であり、農村部の平均世帯員数は都市部よりも

高くそれぞれ 5. 7 1人と 5. 5 人です。農村部では、漁業従事者の世帯

が最も多く6. 1人、 さとうきぴ栽培従事者が 5, 9 人、 とうもろこし栽

培従事者が 5. 8 人です。 

従属負担人口比率は、 1 970 年の 94. 9 から 1985年に 78 に低

下しています。農村部では、最も高い従属負担比率が観察され、都市部で 
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は低い負担率が観察さtl,ています‘同時に、都市農村間には議字率の格差

も観察され、農村部においては都市より 1 5%低くなっています。都市部

では、教育＃i設、大学へのアクセスがよく、 これがこの格差に鷲っている

と考えられます。 

開発の水準 

伝統的低収量品種から近代的高収量品種への変化は、 ことにパライの農

業生産性を飛躍的に上昇させました。過去 1 0 年間に農業生産は、 1一、ク

タールあたり 40 カバンから 1 0 0 ないし 200 カバンへと上昇しました。 

この米生産性の上昇にもかかわらず、 ここの農民の純所得は上昇してい

ません。例えば、 1 983 年の 4 分の 1半期の農家世帯あたりの平均所得

は、 3937 ペソであり、非農家世帯の所得 7666 ペソの約半分にすぎ

ません。このように農業部門は低所得世帯を構成しています。 

この傾向には 2 つの要因が関与していると思われます。 Iつは高収量品

種の導入にあたって、化学薬品等集約的な財の支出の増加です。従って、 

米作農家当りの平均生産費用は 1ヘクタール当り 1 000 ペソから 300 

0 ペソに上昇しています。農家の家計収入の上昇を阻害しているもう 1つ

の要因はパライの価格水準の下方変動であり、 モの理由の 1つとして仲買

人や商人の不当な利益搾取が挙げられます。 

フィ リピンの農業は 2, 5 ヘクタール余りの土地をもった小農により構

成されています。農業生産費用の上昇に伴って、農業経営上の主な問題は、 

農家の資金要請にどのように応えるかが指摘されております。資金不足か

ら農民は小売の金を借りたり、地主の不平等な収穫分混に甘んじなくては

ならない状態に追い込まれています。 

フィ リピン農民を悩ませている主な問題は、高い費用投入、資金借入れ

の際の資金源が不十分であること、 インフラス トラクチャーの不備、市場

の閉鎖性等です。早魅、 台風、洪水等の予測不可能な気象条件により作物

に被害がでているという地理的条件はこの状況を一層悪化させています． 
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人口プログラムの実行 

家族計画方法の受容についての研究によれば、受け入れ率において、農

村部は都市部にはるかに遅れています．家族計画普及率は都市部 59 ％に

対し、農村部は 42 ％にすぎません．家族計画普及におけるこの格差は、 

都市農村間の出生率格差を反映しています．すなわち、都市の合計特殊出

生率が 3 であるのに対し農村部では 5 という高い数値が示されています。 

農村における低い農業発展水準は我々の人ロに関する政策目標を遂行す

る上での障害と考えられます．貧困層世帯においては、 日々の糧を得るこ

とがまず先決であり、家族数、親子関係、出生力といった問題は、末梢の

ことです．また、財政的に困難な状態におかれている農民層にとってもこ

のような経済的現実は無視されることでしょう。さらに子供を産むことに

対する時間と資源の機会費用は、生産活動と大家族を維持するための財政

支出に配分されます．さらに、低い農家収入は首都圏または耕作に適する

地域への人口移動の主要な原因となります．事実、農村部における上限の

ない家族数は現実を考慮した結果でしょう。例えば、農民は田を耕し、植

付けをし、収穫をし、家畜の世話をする労働力を必要としており、そのた

めに多くの子供が必要になります。このようにして、伝統的フィ リピン文

化は両親の老後の保障も含め、より多くの子供を持つことを奨励していま

す。 

農業開発に対する政府努力 

最近のフィ リピン開発計画は、国家発展における農業の主要な役割を認

め、農業と工業を十分に統合した戦略が取られています．とくに、 この計

画は生産の拡大、生産性向上、基本的食糧の自足、効率的市場、価格助成

を通して、農業価格の安定化を図るための農業プロジェクトを実践してい

ます。さらに、 この部門の成長を加速化するための政府努力は、農場生産、 

価格市場、瀧海、技術分野における改革を制度化するための指導に向けら

れています．適切な利率で農家援助を行うため、政府は農村部の銀行の財 
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政的強化を図っています。同様に、経済利益が個人農家にわずかしか還元

されないという状況を是正することを目的とし、輪入肥料価格安定化等の

努力を行っています。 

フィ リピン政府の経済協議事項の中心には農業改革プログラム（CAR 

P ）が置かれています。CARPは保有制限をし、適切な保障をすること

を目的とした小作人に対する土地の再配分を行おうとしています。従って、 

このプログラムは農業生産を妨害し、農村部における労働や資源供給の正

当な分配を妨害する古い封建的な制度を是正することを目的としています。 

深刻な人口分布の不均衡に起因する国内人口移動を助長する都市・農村間

の所得格差を縮小することも期待されています． 

国内人口移動と人 L】分布 

人口問題に関する研究は、経験的に高出生力と高い人口増加率を反映し

た過剰人ロに焦点が当てられています。 しかしながら、人口分析に関する

近年の研究はマンパワー計画を中心とした他の要因が認識され始めていま

す．このような要因は、人口再配分と関連した国内人口移動、人口移動の

量とパターンに関連しています． 

歴史的背景 

フィ リピン人の空間的な人口移動を歴史的に概観すると、国内人口移動

の動向とパターンに関する背景が明らかになります。 50年代と 60年代

における開発に対する関心は、新住民が居住し、耕作可能なフロンティ ア

地域の確立に現われています。従って、人口移動は主として北及び南の方

向、 と くにビサャ地域からルソン・ミ ンダナォ地城へと移動しています． 

国内の主な 3 地域ービサヤ、ルソン、 ミ ンダナオにおける社会・経済の

不均衡な発展は、人口移動傾向を変化させています。北方またはルソン方

向への移動は、南方またはミ ンダナオ方向入、の移動を上回っています。明

らかに、ルソン首都圏の工業化はこの地域における都市部への移動を推進 
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する経済的誘因となっています． 

国内人口移動の方向 

国内人口移動の方向を研究する上で、都市への人口流入は、農村部にお

ける適切な雇用機会が不足していること、また、移動労働者と家族により

よい生活を提供することが困難なことに起因しています．現在の人口移動

の方向は 1 950年代の農村方向への移動とは逆に都市方向への移動が主

流となっています。このようにして1965-75年においては、農村か

ら都市への人口移動が中心でしたが、近年においては、都市間、農村間移

動も増加しています． 

人口移動と人口増加 

地域間の人口分布が不均衡であるのにはいくつかの理由があります．例

えば、 フィ リピン諸島の地理的条件もこうした人口の不均衡分布を助長し

ています．さらに、地域間の発展度の相違により人口移動は影響を受けて

います。同様に、地域間の人口増加率の相違も地域間人口分布の不均衡に

関連しています。人口変動に関連した経済発展の水準の地域格差に影響を

与えているのは出生率と死亡率水準の相違によるためです．従って、国内

人口移動は人口増加の格差の主な決定要因になっていることは明白です． 

各地域において人口移動が人口増加に与える影響は、人口増加率と人口

移動率間の直接的関係によって示されます。すなわち、人口増加率の比較

的高い所では、高い人口移動率が観察されています。移動人口全体の 25 

％が首都圏で受け入れられています．これと対照的に、 カガヤン・ヴァレ 

ーでは人口増加率は 2. 7 ％であり、人口移動率は 2. 7 ％です。 

国内人口移動の類型 

国内人口移動は移動人ロの移動距離によって 2 つに分類されます。一般 

的に、都市間移動は県間移動よりも高い頻度を示しています。この傾向を 
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説明するために、距離による財政的、心理的費用が指摘されています． 

従って、人口移動の類型は地域による発展の度合いによって異なってい

ます。例えば、貧困な地域においては、長距離移動する資金がなく、より

富裕な地域では、移動のための経済的・心理的費用が安いことになり、移

動がより活発となります。 

これらの移動は、年代によっても異なります． 1960-70年と 1 9 

70-75年において、 地城間移動は地城内移動を上回っています．長距

離の移動はこの時期に、全移動の過半数を占めるに至り、 より顕著となり

ました。例えば、 ヴィサャ地域の人々は出身地の近隣地区よりもルソン等

の地域へ移動する傾向がありました。 

人口移動と地城経済開発 

長距離または地域間移動は、その多くは雇用機会の有無によります。 こ 

れらは人口流入地と流出地の経済状況に関するデータにより証明されてい

ます。 1960-70年の 10 年間においては、 より多くの雇用機会を提

供する経済的に恵まれた地域への移動が多くなっています． 

発展の指標として地域間の平均所得をみると、流入人口の多い地域にお

いては所得が高く、反対に人口減少地城では所得水準が低いという傾向が

みられます。要約すれば、地域間人口移動は常に、より豊かな地域への移

動傾向を示し、 この地域の人口は上昇しています。 

地域間人口移動統計をみると、人口流入地として北部、南部ミンダナオ、 

首都圏地域への移動が多いことが示されています．これと対照的に、人口

流出地はイロコス地域です。自然条件が劣悪であることもまた、 この地域

における人口流出に影響を与えています。 

計画と政策 

すでに述べた国内人口移動の傾向と類型は、首都圏地域が経済上からも、 

人口分布の上からも集中傾向にあることによるものです．各地域の資源と 
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要請の多様性に応えた政策と戦略を政府がどのように実施するかは重要な

問題です．政策立案者と開発戦略家は各地城の人口的、経済的側面の変容

に対応し,なくてはなりません． 

結 ぴ 

農業開発に協力して、人口目的の達成を促進することが必要です．国家

開発水準と人口増加と人口分布間の有機的関係を考慮して、人口政策を行

なうことが期待されています．今後、家族計画普及率の上昇に関連した人

口目標を達成することは、出生力を低下させ、人口増加率の継統的低下を

達成するはずです．このことは、経済の基本問題を越えた人口プログラム

に対する農村社会の責任となって現われるでしょう。 

このことと同じく地域間の不均衡発展に起因する人口移動と人口集中を

緩和させることも重要です。このようにすれば、地域間の不均衡発展を助

長している、より後進地域から先進地城への人口移動は深刻な問題とはな

らないでしょう． 

（本レポートは、 オレタ氏が欠席のため、 

事前に事務局に提出されノていたカント リ 

ーレポートを訳出したものです） 
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総 括 

マレーシア人ロ・資源・開発議員連盟会長 

A ・H・H ・ A ・バダウィ 

ここクアラルンプールで開催された第 4 回人口と開発に関するアジア国会議

員会議で、あらためて人口と開発の重要性というものが認議されたと思います。 

1981年には北京で人口と開発に関する国際会議が開かれ、以来、人口資源

開発に関する議員連盟が各国において作られ、我々の間で人口と開発に対する

認識が高まってまいりました。また、人ロと開発の間には切り離すことのでき

ない関係があるということがわかってきました。人口と開発の重要性、 モれに

ついてどういった問題があるのか、 こういった点についてこれまで会議の中で

話し合ってきたわけであります。今回は 4 回目の会議ですが、私どものいろい

ろな考え方は十分に提示でき、十分に成功をおさめた会議だと思っております。 

各国の立法府の代表者が出席した会議ですが、この中で、各国の理解を高める

ことに寄与したのではないかと思っております。今回の討議を通じて私ども自

身、人口と開発に関する知識を高めることができたわけであります．6 つの研

究論文が発表されましたが、その情報は大変重要なものであり、開発に関する

様々な要素、 また人口に関する様々な要素が、違った状況でどのように影響す

るのか、中国において、 日本において、 またマレーシアにおいて、 それらがど

のように作用するのかということを見ることができました． 

また、各国の代表者の皆様からカント リーレポートも出していただき、 これ

もよい情報源となりました．今までに様々なプロジェクトが実施され、その結

果がもうすでに私達共通の知識となっているものもあります．また、会議に出

席しておられる方々もいろいろなところでお会いいたしましたし、 よく前から

存じ上げている方々もいらっしゃいます。だからこモ、活発な討議もできたと

思いますし、意義のある会議ができたとも思っております．この会議を通じて

正直に誠実に話し合い、いろいろな分野での貢献をそれぞれが認議し、理解を 
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深め、 また協力の度合いを高めるということができたと思います． 

皆様、いろいろなプレゼンテーシ，ンがあり、研究論文が発表されました． 

この中から、重要な要素をいくつかお話し申し上げたいと思います．そのうち

の 1つは、人口と開発の間には切り離すことのできない密接な関係があるとい

うことです。人口のことを考えるときには、人々のことも考えなければなりま

せん。そして、 その人々のことを考える場合には、私達は必ずマクロ的なレベ

ルの考え方をしなければならないわけです，人口の政策と問題という、マクロ

的な観点から物事を見なければなりません。人口を形づくっているのは人々で

あります． 

女性の役割についてもいろいろとお話が出てまいりました．女性の問題の重

要性というものも語られました。家族単位が非常に重要な構成要素であると考

えられているわけです。女性は家を守るという役割を持っており、 これが家族

の結びつきを強めるとも考えられているわけです。現在女性には、かつてに比

べ教育や雇用の機会がより多くなり、そして、地域開発の中で女性の果たす役

割も大きくなってきました。開発途上国における女性の役割はこれからもモの

重要性をさらに増していく と思われます。これからの近い将来、地城的なレベ

ルにおいても全国的なレベルにおいても女性がリーダーシップをとる機会が増

えていくでありましょうし、立法府の中にも女性が増えていくと思われます。 

また多く話題にのぼったもう1つの点についても申し上げたいと思いますが、 

これは農業と、人口と開発との関連についてです。多くの開発途上国では、経

済はその多くを農業に依存しています。 しかしながら、農業や農村部の生活に

は、十分な労働力が必要です。必要な開発成長をとげるためには、多くの農業

労働力が必要なのです。 しかしながら、開発途上国の多くは、工業化と商業化

が進んでおり、新たな問題が起こってきているわけです。これは、農村から都

市への人口移動から起こってくる問題です。若い人達が村を離れ、都市へ向か

うという状況が起きておりますし、若い女性が農村地帯を離れて、そして工業

化された都市部で雇用を探すという状況が起きているわけです。もし我々が国

の発展を農業の生産発展にたよらなければならないということであれば、政府 
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は効率的にこの問題を解決するべく努力しなければなりません。農村中心の経

済から工業経済への移行の中で、 このような政策がとられなければなりません． 

日本はすでに工業化された国として認められていますが、農村における問題が

いくつか話の中にも出てまいりました。また、マレーシアのような国にとって

も、 そしてスリランカ、 その他の発展途上国におきましても、農業、農村の間

題は大きなものとなっています。 

私達が見てまいりました、今日各国が直面している問題は、農村から都市部

へ人口が移動しているということから、経済的な問題だけではなく、文化的、 

人種的な問題も呼びおこしているわけです．文化的な面で見ると、文化的なも

のが職業の選択に影響し、またそれが人口政策の実施にも影響を与えてくるわ

けです。またこの文化的な要素とは、家族の発展にも影響いたします。この要

素は、各国によってあらわれ方が違います。たとえばシンガポールには農村自

体が存在しないため、問題は違うわけです。今回のさまざまな話をもとにモデ

ルケースが作られるのではないかと思います。 

次に人種的な問題について。 これはマレーシア、 スリランカなどの国におい

て問題はより深刻になっていますが、同時に、単一民族の国においてもやはり

この問題は発生してきています。人種的な要素は政策や経済発展にも影響を与

えます。とくに、土着の人種の構成比率が新たに移民してきた人種と同じ場合

には、経済的な問題に対する影響が大きくなります。政府が人種問題に有効に

対処することが開発においても大変重要になってきています。 

しかし、 もう1つ重要なのは、私どもが人口と開発において有効な政策を導

入するとすれば、明確な政治的な意欲がなければならないということです。国

の指導者レベルで必要であるということは認識されていますが、 さらに社会の

レベル、 また大衆のレベルにおいてもやはり 1つの確固たる意欲が必要なので

す。目的を達成するためには、やはりきちんとしたプログラムが必要です。プ

ログラムがあって初めて草の根レベルの意欲を高められるのです。一般大衆が

この政府の目的、 そしてその目的を達成するための政治的意欲に対する理解を

高めるということです。また立法府議員の役割など、十分に認議してもらうこ 
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とが必要です。国会議員としての役割をきちんと我々が認識し、 そしてまたそ

れを国民に知らせることが重要でありましょう．また、政府も必要な実施策を

提供することが大切です。目的をもつだけではなく、開発の目的を実行に移す、 

また人口政策を実行に移すことが大事です． 

代表各位、以上が私がこの 2 日間の会議を振り返ってまとめた内容です。い

まの段階では、決議を出す予定はありません． しかし、事務局がこの会議場で

コンセンサスを得られたような問題はきちんと記録し、議事録として各参加者

に後日送付することになると思います． 

この 2 日間の会議で大変多くのことを成し遂げることができました． しかし、 

それには専門家のご協力を見逃がすことはできません．専門家が 6 つの論文を

発表してくれましたが、 この専門家の研究論文に対してもうちょっと突っ込ん

だ討議ができなかったのは残念だと思っております． 

この会議が大きな成功をおさめることができましたのも、我々 1人 1人が貫

献したからです．また、私どもは議長をつとめられた方々の大変すぐれた采配

ぶりに感謝したいと思います。さらに APDA は私どもの会議のために、大変

に有能な事務局の方達を提供してくださいました． 

最後にあたり、田中龍夫APDA 理事長に対して、感謝の念を表明します． 

ありがとうございました。 
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